


は じ め に 

 

 全国の年間自殺者数は、平成10年以降、14年連続で年間３万人を

超えており、その後、減少したものの依然として２万人を超えてい

ます。このような中、平成18年10月に自殺対策基本法が施行され、

「個人的な問題」とされてきた自殺を「社会的な問題」と捉え、社

会全体で自殺対策が進められるようになりました。さらに、平成28

年には自殺対策基本法が改正されたことで市町村にも自殺対策計画

の策定が義務付けられ、本市でも平成31年３月に「加古川市自殺対

策計画」を策定し、生きることの包括的支援として自殺対策を進め

てきました。 

本市では、庁内に自殺対策連絡会議を設置し、連携を深めるとともに、人材育成や相談、啓発な

どの自殺予防にかかる様々な事業を実施してまいりました。自殺者数はピーク時に比べ半減したも

のの、未だ年間40人前後の方が自殺に追い込まれています。さらに、新型コロナウイルス感染症の

流行による生活様式や社会構造の著しい変化もあり、令和４年時点で、自殺者数は増加傾向にあり

ます。こうした状況のもと、第１次計画の計画期間である５年を迎え、第２次計画を策定すること

となりました。 

自殺はその多くが「追い込まれた末の死」と言われており、その背景には“こころの健康”に関

する問題だけではなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立など様々な社会的要因が

あり、それらが複雑に絡み合うことで起こるとされています。 

また、平成27年には、持続可能な開発目標（SDGs）が国連サミットで採択され、「誰一人取り

残さない」を基本理念に、経済・社会・環境の諸問題を総合的に解決し、持続可能な社会を目指し

ているところです。 

自殺対策は「生きることの包括的支援」であり、社会づくり、地域づくりとして推進することが

重要です。市民の皆様一人ひとりに自殺対策への理解と関心を深めていただき、つながりを大切に

しながら、誰も自殺に追い込まれることのない「“生きる”を支えるまち かこがわ」を目指し、

今後も本計画に基づいて保健、医療、福祉、教育、労働、その他関係機関と連携・協働し、自殺対

策を総合的に推進してまいります。 

最後になりましたが、本計画の改定にあたり、策定に関する会議やアンケート調査、並びにパブ 

リックコメント等にご協力いただきました関係機関、そして市民の皆さまに心から感謝いたします。 

 

 

令和６年３月 

 

加古川市長  岡田 康裕  



目 次 
第１章 計画の概要 

１－１ 計画策定の背景と目的 ····························································································· １ 

１－２ 計画の位置付け ········································································································ 2 

１－３ 基本理念 ·················································································································· 3 

１－４ 持続可能な開発目標（SDGｓ）との関係··································································· 3 

１－５ 数値目標 ·················································································································· 4 

１－６ 自殺対策及び計画の推進体制 ···················································································· 5 

１－７ 各主体の役割 ··········································································································· 6 

１－８ 計画の検証・評価の仕組み ······················································································· 6 

 

第２章 加古川市の現状と課題 
２－１ 自殺者の現状 ··········································································································· 7 

２－２ 市民のこころの健康に関する状況 ··································································· 17 

２－３ その他関連するデータ ···························································································· 23 

２－４ 加古川市における自殺の特徴 ·················································································· 26 

２－５ こころの健康づくりのためのアンケート調査の結果 ················································ 27 

 

第３章 前加古川市自殺対策計画の評価 
３－１ 評価指標による評価 ······························································································· 34 

３－２ 「生きる支援の関連施策」における評価 ································································· 36 

３－３ 前計画の評価 ········································································································· 36 

 

第４章 第２次加古川市自殺対策計画 

４－１ 基本方針 ················································································································ 37 

４－２ 基本施策における主な取組事業と評価指標 ······························································ 40 

基本施策１：地域におけるネットワークの強化 ································································· 40 

基本施策２：自殺対策を支える人材の養成 ········································································ 40 

基本施策３：市民一人ひとりの気づきと見守りの促進 ······················································· 42 

基本施策４：生きることの促進要因への支援及び阻害要因の減少 ······································ 43 

基本施策５：児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 ······················································· 45 

４－３ 重点施策（重点対象）における主な取組事業と評価指標 ········································· 46 

重点施策１：高齢者に対する取組の推進 ···································································· 46 

重点施策２：生活困窮者に対する取組の推進 ····························································· 48 

重点施策３：労働者に対する取組の推進 ···································································· 49 

重点施策４：女性に対する取組の推進 ······································································· 50 

重点施策５：子ども・若者に対する取組の推進 ·························································· 52 

 

資料編 
資料－１ 計画策定の経過 ·························································································· 54 

資料－２ パブリックコメントの実施 ········································································· 54 

資料－３ 自殺対策基本法 ·························································································· 55 

資料－４ 加古川市自殺対策推進本部設置要綱 ···························································· 59 

資料－５ 加古川市自殺対策連絡会議設置要綱 ································································· 61 

資料－６ 用語集 ······································································································· 63 



1 

 

１－１ 計画策定の背景と目的 

本市では、平成 22 年度に加古川市自殺対策連絡会議を設置し、相談支援や人材育成、啓発等を実

施してきました。平成 28 年には自殺対策基本法が一部改正され、これに伴い平成 31 年３月に「加

古川市自殺対策計画」を策定し、自殺対策に係る取組を「生きる支援の関連施策」と位置付け、市民

や関係機関等と連携を図りながら、「生きることの包括的支援」を推進することで自殺対策の充実を

図ってきました。 

自殺対策基本法が成立した平成 18 年と令和元年の自殺死亡者数を比較すると、全国では男性は

38％減・女性は 35％減となっていることから、これまでの取組に一定の効果があったと考えられて

います。また、本市は、平成 22 年に統計上最多となる 80 人の方が自殺で命をなくされていました

が、その後、自殺死亡者数は緩やかな減少傾向にありました。 

しかし、新型コロナウイルス感染症流行の影響等で自殺の要因となり得る様々な問題が悪化した

ことなどから、全国や兵庫県では自殺死亡者数が増加に転じ、全国において女性は２年連続の増加、

小中高生は過去最多の水準となっています。本市でも全国や兵庫県と同様に令和３年以降の自殺死

亡者数が増加しており深刻な事態が続いています。 

このような中、第１次にあたる前計画の取組を評価するとともに更なる自殺対策強化を図るため、

令和４年 10 月に策定された新たな「自殺総合対策大綱」や令和５年５月に策定された兵庫県自殺対

策計画（中間見直し）の内容を踏まえ、「第２次加古川市自殺対策計画 ―“生きる”を支えるまち 

かこがわ―」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「令和４年版自殺対策白書」厚生労働省（警察庁「自殺統計」より厚生労働省自殺対策推進室作成） 

  

第１章 計画の概要 

【全国の自殺者数及び自殺死亡率の推移】 
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１－２ 計画の位置付け 

（１）法令の根拠 

本計画は、自殺対策基本法第 13 条第２項に規定される「市町村自殺対策計画」として策定します。 

 

自殺対策基本法 

第 13 条第２項 

市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案

して、当該市町村の区域内における自殺対策についての計画を定めるものとする。 

 

（２）関連計画との関係 

本計画は、中長期的な視点を持って継続的に実施していくものであり、国の自殺総合対策大綱及び

兵庫県自殺対策計画を踏まえるとともに、加古川市総合計画を上位計画とし、「生きる支援」に関連

する計画である「加古川市地域福祉計画」や「ウェルネスプランかこがわ」等との整合性を図ります。 

 

 

 

  

 自殺対策基本法 

自殺総合対策大綱 

 

加古川市総合計画 

夢と希望を描き 幸せを実感できるまち 加古川 

第２次加古川市自殺対策計画 

―“生きる”を支えるまち かこがわ― 

「生きる支援」に関係のある計画 
 

■ 加古川市地域福祉計画 

■ ウェルネスプランかこがわ 

■ 加古川市男女共同参画行動計画 

■ 加古川市高齢者福祉計画及び加古川市介護保険事業計画 

■ 加古川市子ども・子育て支援事業計画 

■ 加古川市障がい者基本計画 

■ 加古川市障害福祉計画及び加古川市障害児福祉計画 

■ かこがわ教育ビジョン 

                         等 

国 

県 

市 
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（３）計画期間 

国の自殺対策の指針を示した自殺総合対策大綱は概ね５年を目安として改定されており、兵庫県

自殺対策計画は 10 年間の計画ですが、概ね５年での見直しを行うとされています。国や兵庫県の動

き、また自殺の実態、社会状況の変化等を踏まえ、本計画は、第２次計画として令和６（2024）年

度から令和 10（2028）年度までの５年間を計画期間とします。 

 

１－３ 基本理念 

自殺は「その多くが追い込まれた末の死であること」、「自殺の非常事態はいまだ続いていること」

を認識し、自殺の総合対策として、「国や兵庫県との連携を図りつつ、ＰＤＣＡサイクルを通じて推

進することが重要であること」を踏まえたうえで、計画を推進していきます。 

本市では、国の自殺総合対策大綱における基本理念の「誰も自殺に追い込まれることのない社会の

実現」を目指し、基本理念を次のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

１－４ 持続可能な開発目標（SDGｓ）との関係 

本計画は、 SDGs の 17 の目標のうち、「１ 貧困をなくそう」、「３ すべての人に健康と福祉

を」、「４ 質の高い教育をみんなに」を中心に様々な目標と関連しています。また、SDGs の「誰

一人取り残さない」という考え方は、本計画に掲げる『市民一人ひとりがお互いを認め合い、尊重し

あい、ともに支えあい、誰も自殺に追い込まれることのない「生き生きと暮らす活気のあるまち」の

実現』という基本理念と方向性が一致しています。 

令和５（2023）年度、本市は新たに「SDGs 未来都市」に選定され、

SDGs の理念や目標等と関連付けた施策の実施を通じて SDGs の推進に

努めています。本計画に掲げる施策及び取組の推進においても、SDGｓの

理念や目標等を念頭に、引き続き地域や関係機関等と協働し、“生きる”

を支えるまちの実現を目指します。 

  

市民一人ひとりがお互いを認め合い、尊重しあい、ともに支えあい、 

誰も自殺に追い込まれることのない「生き生きと暮らす活気のあるまち」の実現 
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１－５ 数値目標 

 

 

 

  【目標の算出根拠】 

国は自殺総合対策大綱において、令和８（2026）年までに、自殺死亡率を平成 27（2015）年と

比べて 30％以上減少させることとしています。また同様に兵庫県も兵庫県自殺対策計画（中間見直

し）において、令和８（2026）年までに、自殺死亡率を平成 28（2016）年と比べて 30％以上減

少させる数値目標を設定しています。 

本市では、前自殺対策計画において令和５（2023）年までに 14.8（平成 29 年比 15％減少）と

設定しました。令和２年に自殺死亡率が 14.8 となり一旦は目標を達成しましたが、令和４年では

19.1 となり目標の達成には至りませんでした。 

自殺者を０（ゼロ）にすることは当然ですが、現在、自殺者数が増加傾向にあることや国や兵庫県

の目標設定値を踏まえ、本市の目標については、「平成 29（2017 年）の自殺死亡率を 30％以上減

少させ、令和 10（2028 年）までに 12.25 以下にすることを目指します。」とします。 

 

 

   

 

 

       

 

 

 

 ※自殺死亡率：人口 10 万人当たりの自殺者数 

  

令和 10（2028）年度までに、平成 29（2017）年度の自殺死亡率 17.5 を 

30％以上減少させ、12.25 以下にすることを目指します。 

 

 

令和 10 年目標 

（2028 年） 

12.25 以下 

令和 5 年目標 

（2023 年） 

14.8 
15％減少 

30％以上減少 

平成 29 年 

（2017 年） 

17.5 
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１－６ 自殺対策及び計画の推進体制 

本市の自殺対策の推進体制における最上位の組織は、副市長が本部長を務め、部長級職員により構

成される「加古川市自殺対策推進本部（以下、「推進本部」という。）」です。推進本部は、自殺対

策推進本部会議を開催し、計画の進捗管理や、施策の調整及び推進、関係機関との連携の強化等、全

庁的な取組として「生きることの包括的な支援」の推進にあたるとともに、関連する施策を総合的か

つ円滑に推進します。 

また、本市の自殺対策関係課で構成される加古川市自殺対策連絡会議において、引き続き、保健、

医療、福祉、教育、労働その他の関連施策と有機的な連携を図り、総合的に自殺対策を実施するため

に情報や課題の共有を行い、効果的な推進につなげます。また、必要に応じ、実務担当者によるワー

キングにおいて事例検討等を行い、効果的な実践を行えるように努めます。 

さらに、市各部局において自殺対策の取組を推進します。また、様々な分野の関係機関との連携も

図り、さらなるネットワーク強化に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

・副市長を本部長にした関係部局長で構成 

・自殺対策推進本部会議を開催 

・生きることの包括的な支援を全庁的に総合

的かつ円滑に推進 

  

・関係各課と情報や課題の共有 

・保健、医療、福祉、教育、労働その他の関

連施策との有機的な連携 

・必要に応じてワーキングを開催 

・各課の業務における自殺対策の推進 

自殺対策連絡会議 

自殺対策推進本部 

市各部局 

 

既存のネットワーク 

関係機関 

 

既存のネットワーク 

関係機関 
連携 

連
携 

連携 
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１－７ 各主体の役割 

本市において生きる支援に関連する取組を推進することで、各主体が以下のような役割を担える

社会を目指します。 

 

各主体 役 割 

市  民 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こりうる危機」であり、その場

合には誰かに援助を求めることが適当であるということを理解し、危機に陥っ

た人の心情や背景への理解も深めるよう努める。また、自らはもちろんのこ

と、家族・地域・職場等、周囲の人のこころの不調に気づき、適切に対処する

ことができるようにする。 

学校関係 
児童生徒等のこころとからだの健康づくりや生きる力を育てるための教育の推

進、児童生徒のＳＯＳを見逃さない教職員の研修等を行い、児童生徒等の自殺予

防に取り組む。 

企  業 
ワーク・ライフ・バランスやメンタルヘルスケアを中心としたこころの健康づく

りを進め、働きやすい職場づくりに努め、勤労者の自殺予防に取り組む。 

医療機関・ 

福祉関係事業所 

患者・利用者への適切な医療・ケア・サービスを提供するとともに、自殺予防に

向けて、他の専門医療や、地域保健福祉との連携を図る。 

警察・ 

消防機関 

自殺の危険性が高い者に係る事案を認知した場合には、適切に対応するととも

に、専門医療や地域保健福祉へつなげる等の連携を図り、危険性の高い者の自殺

予防に取り組む。 

関係団体・ 

関係機関 

それぞれの活動内容の特性等に応じて積極的に自殺対策に関する業務・役割を遂

行するとともに、相互に連携を図り、自殺対策に取り組む。 

 

１－８ 計画の検証・評価の仕組み 

本市は自殺対策の取組が市各部局及び関係機関等と連携し、効果的に実施されているかを検証し、

評価を行うこととします。また必要に応じ、目標達成に向けた課題の整理、施策内容の見直しや改善

等、本市の自殺対策のＰＤＣＡサイクルの確立に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan－計画 
・基本理念の実現に向けた「生きる支

援の関連施策」の組立 
・評価結果に基づき、改善案を施策へ

反映 

Action－改善 
・評価結果に基づき、必要により施

策の見直し 

Check－評価 
・施策の進捗把握 
・数値目標・評価指標の達成状況に

基づく進捗評価 

Do－実行 
・基本理念の実現に向けた「生きる支

援の関連施策」の推進 
・連携体制の構築 



7 

17.1

2.5

17.8 18.4

22.2 24.0

12.5

21.7

28.9

17.0

3.3

18.8 18.7 21.0

24.4

14.6
19.0

26.0

16.3

2.9

17.9 17.5 18.5
21.1

17.9
20.1 21.2

16.3

3.1

17.9
17.1

18.6

21.6

17.4

19.5
20.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

総数 20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

（10万対）

図 年齢別自殺死亡率の比較

加古川市 東播磨医療圏 兵庫県 全国

 

 

２－１ 自殺者の現状 

（１）自殺者数の推移 

全国や兵庫県では、新型コロナウイルス感染症流行後となる令和２年以降増加傾向であり、本市は

令和３年以降増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

（２）自殺死亡率 

本市は全国や兵庫県と比較して 30～50・70 歳代、80 歳以上の自殺死亡率が高くなっています。

また、全国や兵庫県、東播磨医療圏と比較して男性の自殺死亡率が高く、就労状況別自殺死亡率では

「勤務・経営」が高くなっています。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

  

第２章 加古川市の現状と課題 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

※自殺者が自殺した日に基づく集計です。自殺死亡率の算出には、総務省統計局の住民基本台帳に基

づく人口・人口動態及び世帯数を用いています。 

 

【年間自殺者数及び自殺死亡率の推移】 

 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

★ 

★ 

★ ★ 

【年齢別自殺死亡率（平成 29 年～令和３年）】 

 

★ 
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（10万対）(人）

加古川市 加古川市 兵庫県 全国
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【性別の年齢別自殺者数（加古川市）（平成29年～令和３年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※東播磨医療圏（明石市、加古川市、高砂市、稲美町、播磨町） 

 

 

（３）性別・年齢別 
① 性別の自殺者数推移 

本市の自殺者は女性より男性が多く、令和２年以降は 30 名程度の横ばい状態です。一方、女性の

自殺者が令和３年以降増加を続けています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

② 性別の年齢別自殺者数 

本市の自殺者のうち男性は 40・50 歳代が多く、また、女性は 40・50・70 歳代、80 歳以上が

多い状況です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

18
22

33

27

17

22

15

6 6

12 12

5

14
12

0

10

20

30

40

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

（人）

男性 女性 □ 男女

【性別の自殺者数の推移（加古川市）】 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

６ 

【性別自殺死亡率（平成 29 年～令和３年）】  【就労状況別自殺死亡率（平成 29 年～令和３年）】 

※個人情報保護のため 20 歳未満は男女計で表記 

24.4

10.0

23.8

10.5

23.0

10.1

22.7

10.1

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

男性 女性

（10万対）

加古川市 東播磨医療圏 兵庫県 全国

17.1

33.7

16.7

34.4

15.0

33.014.3

34.9

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

勤務・経営 無職者・失業者

（10万対）

加古川市 東播磨医療圏 兵庫県 全国

男性 女性

加古川市 東播磨医療圏 兵庫県 全国

勤務・経営 無職者・失業者

加古川市 東播磨医療圏 兵庫県 全国
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③ 性別の自殺者年齢構成（男性） 

男性の年齢構成では、全国や兵庫県と比較して、東播磨医療圏と本市は 30・40 歳代男性の割合

が高くなっています。また、東播磨医療圏と比較すると、本市は 50 歳代男性の割合が高くなってい

ます。 

なお、平均人口の年齢構成をみると、大きく違いはありません。 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【自殺者の性別の年齢構成（男性）（平成29年～令和３年）】 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

 

【平均人口の年齢構成（平成29年～令和３年）男性】 

 

19.1

19.2

18.7

17.9

11.0

10.8

10.3

10.7
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13.0
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11.6

11.2

5.4

5.5

6.3

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加古川市

東播磨医療圏

兵庫県

全国

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳代 80歳以上 合計

3.1

3.8

3.0

3.0

11.3

12.1

11.4

11.3

13.8

14.0

12.9

13.3

20.8

20.5

17.9

17.8

17.0
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16.3
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10.7

10.7

13.9

14.1

13.8

14.0

14.8

13.3

9.4

9.3

9.9

9.4 0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加古川市(N=159)

東播磨医療圏(N=420)

兵庫県(N=3,068)

全国(N=70,431)

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳代 80歳以上 不詳

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳代 80歳以上 不詳
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④ 性別の自殺者年齢構成（女性） 

女性の年齢構成では、全国や兵庫県、東播磨医療圏と比較して、本市は 20 歳未満、20・30 歳代、

60 歳代女性の割合が低く、40・70・80 歳以上女性の割合が高くなっています。 

なお、平均人口の年齢構成をみると、大きく違いはありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【自殺者の性別の年齢構成（平成 29 年～令和３年）女性】 

 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

 

【平均人口の年齢構成（平成 29 年～令和３年）女性】 
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9.3
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15.1
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15.5

7.4

11.7
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20.6

13.3
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13.7 0.1
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加古川市(N=68)
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兵庫県(N=1,463)

全国(N=33,065)
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60歳代 70歳代 80歳以上 不詳
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（４）原因・動機別構成（自殺者一人につき４つまで計上したもの） 

本市では健康問題の割合が高くなっています。男性は全国や兵庫県と同様に健康問題、経済・生活

問題の割合が高く、また、女性は健康問題、家庭問題の割合が高くなっていますが、これらはいずれ

も前計画策定時と同じ傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※構成比は「原因・動機」の回答数を自殺者数で除したもの。 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

 

【自殺者の原因・動機別内訳の比較（令和４年） 男性/女性】 

（％） 

加古川市（31人）

東播磨医療圏（81人）

兵庫県（626人）

全国（14,622人）

加古川市（19人）

東播磨医療圏（47人）

兵庫県（319人）

全国（7,101人）

男
性

女
性

家
庭
問
題

健
康
問
題

経
済
・
生
活
問
題

勤
務
問
題

交
際
問
題

学
校
問
題

そ
の
他

不
詳

19.4 51.6 25.8 22.6 3.2 9.7 6.5 

17.3 40.7 14.8 12.3 1.2 1.2 4.9 6.2 

17.1 51.4 25.4 16.9 1.9 2.1 5.4 10.5 

19.6 49.6 28.0 17.3 3.3 2.7 8.1 13.7 

15.8 78.9 5.3 5.3 10.5 

21.3 68.1 2.1 2.1 4.3 6.4 

22.9 83.7 8.2 1.9 2.8 2.2 3.4 7.2 

26.5 76.7 7.9 6.1 4.8 2.6 7.6 9.4 
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参考：全国の自殺者の原因・動機別構成（令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
資料：「自殺の統計：各年の状況（令和４年）」厚生労働省 

 

※データは「発見日」ベースのため、前記の【自殺者の原因・動機別構成（令和４年）】(自殺日)データとは誤差がある。 

【全国 性別・年齢階級別の原因・動機（自殺者一人につき４つまで計上したもの）】 

（％） 

合  計(N=14,746)

　 ～19歳(N=464)

20～29歳(N=1,672)

30～39歳(N=1,784)

40～49歳(N=2,611)

50～59歳(N=2,848)

60～69歳(N=1,862)

70～79歳(N=1,906)

80歳～(N=1,558)

不  詳(N=41)

合  計(N=7,135)

　 ～19歳(N=334)

20～29歳(N=811)

30～39歳(N=761)

40～49歳(N=1,054)

50～59歳(N=1,245)

60～69歳(N=903)

70～79歳(N=1,088)

80歳～(N=932)

不  詳(N=7)

男性

女性

家
庭
問
題

健
康
問
題

経
済
・
生
活
問
題

勤
務
問
題

交
際
問
題

学
校
問
題

そ
の
他

19.6 49.5 28.0 17.2 3.3 2.7 8.1 

21.1 19.2 4.1 8.0 9.9 48.3 17.0 

13.2 28.4 25.6 23.8 9.7 9.7 10.3 

20.3 35.1 33.7 25.8 5.5 0.2 7.7 

21.3 40.6 35.6 27.2 3.8 0.1 7.6 

20.8 43.9 38.3 22.9 2.0 6.5 

19.5 56.1 34.4 11.2 0.7 7.4 

17.5 78.0 16.7 3.1 0.3 7.4 

22.9 81.6 6.4 1.0 0.2 9.0 

2.4 2.4 

26.5 76.7 8.0 6.0 4.8 2.6 7.6 

20.4 39.8 1.8 2.4 10.2 38.9 10.5 

16.0 58.2 8.8 14.7 18.7 6.9 8.5 

31.3 68.7 9.5 10.4 10.2 0.1 6.2 

33.3 73.9 11.4 10.1 4.6 4.9 

30.8 76.1 11.3 7.5 2.0 7.7 

24.6 86.8 7.2 2.0 0.3 7.3 

24.8 92.4 5.6 0.6 0.2 7.1 

24.5 89.1 3.6 0.1 10.6 

14.3 
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（５）兵庫県の年齢別死因順位及び構成 

兵庫県では 10～30 歳代の死因の第１位が自殺で約４～５割と高い割合を占めています。これは

全国と同じ傾向であり、本市もこの傾向に準ずると考えます。 

 

【兵庫県の年齢別死因順位及び構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「地域自殺実態プロファイル 2022」いのち支える自殺対策推進センター 

（６）職業別構成 

全国や兵庫県、東播磨医療圏と比較して、本市の男性で自営業・家族従業者の割合がやや高く、こ

れは前計画策定時と比較して増加しています。また、女性では年金・雇用保険等生活者、学生の割合

が高く、前計画策定時と比較しても高い状況です。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

【自殺者の職業別構成（平成29年～令和３年）男性】 

死因 割合 死因 割合 死因 割合

10～19歳 自殺 39% 不慮の事故 17% 悪性新生物 14%

20～29歳 自殺 55% 不慮の事故 11% 悪性新生物 10%

30～39歳 自殺 35% 悪性新生物 23% 心疾患 8%

40～49歳 悪性新生物 33% 自殺 16% 心疾患 11%

50～59歳 悪性新生物 41% 心疾患 12% 脳血管疾患 7%

60～69歳 悪性新生物 48% 心疾患 12% 脳血管疾患 7%

70～79歳 悪性新生物 43% 心疾患 12% 脳血管疾患 7%

80～89歳 悪性新生物 26% 心疾患 16% 脳血管疾患 8%

90～99歳 老衰 19% 心疾患 19% 悪性新生物 13%

100歳～ 老衰 41% 心疾患 18% 肺炎 6%

第１位 第２位 第３位
年齢階級

10.1

8.8

8.5

8.6

35.2

36.2

35.2

36.8

3.8

3.8

4.3

4.3

5.0

6.2

4.1

4.0

25.2

27.9

27.7

22.9

19.5

16.4

19.0

22.1

1.3

0.7

1.1

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加古川市

東播磨医療圏

兵庫県

全国

自営業・家族従業者 被雇用者・勤め人 学生

主婦 失業者 年金・雇用保険等生活者

その他・無職 不詳
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（７）自殺未遂歴の有無 

① 自殺未遂歴の推移 

自殺者のうち自殺未遂歴があった者の割合は、全国や兵庫県と比較して、本市はいずれの年も低い

状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

  

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

【自殺者の職業別構成（平成29年～令和３年）女性】 

【自殺者のうち自殺未遂歴があった者の割合】 

 

17.0

18.9

10.9 10.3

14.3

19.3

20.2

19.7
21.1

20.119.0

19.3

18.5
19.8

20.5

0

5

10

15

20

25

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

（％）

加古川市 兵庫県 全国

1.5

1.5

2.3

2.5

17.6

20.5

18.2

19.8

7.4

5.6

4.6

4.8

13.2

13.8

14.5

17.0

1.5

0.5

1.1

1.3

50.0

40.0

39.2

30.4

8.8

17.9

19.8

23.5

0.3

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加古川市

東播磨医療圏

兵庫県

全国

自営業・家族従業者 被雇用者・勤め人 学生

主婦 失業者 年金・雇用保険等生活者

その他・無職 不詳
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② 性別の自殺未遂歴の有無 

自殺者のうち、自殺未遂歴のあった者は女性で約３割あり、男性と比較して約３倍になります。

一方、前計画策定時は女性約４割、男性約２割であり、比較すると男女ともに低くなっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

（８）同居人の有無 

自殺者のうち男性は６割以上、女性では約８割で同居人がいたことがわかります。これは前計画策

定時と同程度の割合です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自殺未遂歴の有無（平成29年～令和３年） 加古川市】 

9.4

26.5

83.6

67.6

6.9

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

あり なし 不詳 合計

【同居人の有無（加古川市）（平成29年～令和３年）】 

64.2

76.5

35.8

23.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

あり なし 合計

【60 歳以上の全自殺者における性別・年齢別の「同居人のいない」者の割合】 

 
 

資料：「地域における自殺の基礎資料」厚生労働省 

【男性】 【女性】 

8.2

10.6

7.2

9.5

4.5

9.7
8.8

5.6

10.4

8.0

5.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

60歳代 70歳代 80歳以上

（％）

 

加古川市 東播磨医療圏 兵庫県 全国

7.1

1.2

4.7

2.7

5.4
6.3

2.9

4.3 4.52.8

4.3 4.3

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

60歳代 70歳代 80歳以上

（％）

 

加古川市 東播磨医療圏 兵庫県 全国
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（９）加古川市の自殺の特徴 

国から「地域の主な自殺の特徴」として示された本市の自殺の実態は、以下のとおりです。性別、

年代、就労の有無、同居人の有無から、自殺者数が多い５つの区分が示されています。 

 

【主な自殺の特徴（加古川市）（平成29年～令和３年）】 

 

自殺者の特性上位５区分 
自殺 
者数 

(5 年計) 
割合 

自殺死亡率※ 
(10 万対) 

背景にある主な自殺の危機経路 

1 位:男性 60 歳以上無職同居 26 11.5% 25.5 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）＋身
体疾患→自殺 

2 位:男性 40～59 歳有職同居 26 11.5% 18.2 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋仕事の
失敗→うつ状態→自殺 

3 位:男性 60 歳以上無職独居 20 8.8% 125.4 
失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→将来生活
への悲観→自殺 

4 位:女性 60 歳以上無職同居 19 8.4% 12.0 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

5 位:男性 20～39 歳有職同居 18 7.9% 19.8 
職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック企業)→パワ
ハラ＋過労→うつ状態→自殺 

・加古川市（住居地）の平成 29 年～令和 3 年の自殺者数は合計 227 人（男性 159 人、女性 68 人）。 

・区分の順位は自殺者数の多い順で、自殺者数が同数の場合は自殺死亡率の高い順とした。 

※自殺死亡率の算出に用いた人口（母数）は、総務省「令和２年国勢調査」就業状態等基本集計を基に 

いのち支える自殺対策推進センター（JSCP）にて推計したもの。 

資料：「地域自殺実態プロファイル 2022」いのち支える自殺対策推進センター 

 

（10）新型コロナウイルス感染症拡大前後での比較 

本市の自殺者数は、男性では令和２（2020）年 60 歳以上、令和３（2021）年 40・50 歳代に

おいて５年平均と比較して増加しています。女性では令和２・３（2020・2021）年のいずれも 20

～60 歳代が５年平均と比較して低くなっている又は横ばい状態です。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

資料：「地域自殺実態プロファイル 2022」いのち支える自殺対策推進センター 

※加古川市の令和２年及び令和３年の男女別・年齢階級別の自殺者数については、 

感染症拡大前の５年間（平成 27 年～令和元年）の自殺者数の平均との差を示しています。 

【新型コロナウイルス感染症拡大前５年平均自殺者数との比較（加古川市）※】 

女性 男性 

-1.2 -1.2

0.0

4.0

0.0

-0.4

-2.4
-1.0

-6.2

0.0

-1.2 -1.2

2.0

0.0 0.0 0.6

-1.4

0.0

-4.2

0.0

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

20歳未満 20～39歳 40～59歳 60歳以上 年齢不詳 20歳未満 20～39歳 40～59歳 60歳以上 年齢不詳

（人）

新型コロナ感染拡大前５年平均と令和２年との差

新型コロナ感染拡大前５年平均と令和３年との差
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25.6

22.7 

27.8

24.1 

23.7

21.6 

50.7

48.1 

49.0

46.0 

52.2

50.0 

17.8

19.2 

17.5

18.2 

17.9

19.6 

4.4

5.1 

4.1

6.3 

4.8

4.3 

1.5

4.9 

1.5

5.4 

1.4

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年(N=2,125)

令和５年(N=1,906)

平成29年(N=906)

令和５年(N=763)

平成29年(N=1,195)

令和５年(N=1,067)

合
計

男
性

男
性

女
性

十分にとれている まあまあとれている あまりとれていない

とれていない 無回答 合計

合計 

男性 

女性 

２－２ 市民のこころの健康に関する状況 

【調査結果の回答内訳数と全体合計数の不一致について】 

加古川市「食」と「健康」についてのアンケート（平成 29 年）と加古川市「健康」と「食」につ

いてのアンケート（令和５年）については身体的性別及び年齢について「無回答」の回答を含むため、

全体合計と各項目別の集計は一致しません。 

 

（１）睡眠による休養の状況 

睡眠による休養が「十分にとれている」「まあまあとれている」の割合は男女ともに平成 29 年と

比較して低くなっています。一方、「あまりとれていない」の割合は男女ともに高くなっており、男

性は「とれていない」の割合も高くなっています。 

 

  
【睡眠による休養の状況】 

資料：加古川市「食」と「健康」についてのアンケート（平成 29 年） 

加古川市「健康」と「食」についてのアンケート（令和５年）  
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合 計 

男 性 

女 性 

22.0

21.1 

18.5

15.6 

24.9

24.8 

46.1

43.8 

42.6

41.0 

48.7

46.5 

23.6

25.1 

29.2

30.8 

19.3

20.5 

6.5

4.8 

7.9

7.2 

5.2

3.2 

1.8

5.2 

1.7

5.4 

1.8

5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年(N=2,125)

令和５年(N=1,906)

平成29年(N=906)

令和５年(N=763)

平成29年(N=1,195)

令和５年(N=1,067)

合
計

男
性

男
性

女
性

よく感じた 時々感じた あまり感じなかった 全く感じなかった 無回答 合計

（２）ストレスを感じた割合 

最近１か月間にストレスを感じたかについて、平成 29 年と比較して全体・男女ともに「よく感じ

た」「時々感じた」の割合は低くなっている、又は大きくは変わりない状況です。男女で比較すると、

平成 29 年と同じく女性の方がストレスを感じた割合が高くなっています。 

また、年代別では平成 29 年と比較して 18～19 歳、40・50・70 歳代で「よく感じた」の割合

が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ストレスを感じた割合（性別）】 

11.5

28.6 

39.2

36.7 

40.4

34.9 

34.9

38.8 

23.6

30.6 

13.6

13.9 

9.0

10.5 

12.8

9.3 

42.3

57.1 

42.3

44.3 

46.3

42.5 

47.5

43.9 

55.4

47.7 

48.8

45.9 

41.4

45.5 

39.8

35.0 

30.8

7.1 

13.1

16.5 

10.6

15.1 

16.6

12.6 

18.1

18.1 

28.7

33.1 

36.3

29.3 

25.5

36.3 

7.7

3.8

2.5 

1.8

3.8 

1.0

1.9 

2.9

0.9 
7.7

2.4 
10.3

7.2 

15.8

11.9 

7.7

7.1 

1.5

0.9

3.8 

2.8 

2.8 

1.2

4.7 

3.0

7.5 

6.1

7.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年(N=26)

令和５年(N=14)

平成29年(N=130)

令和５年(N=79)

平成29年(N=218)

令和５年(N=106)

平成29年(N=295)

令和５年(N=214)

平成29年(N=276)

令和５年(N=216)

平成29年(N=418)

令和５年(N=296)

平成29年(N=399)

令和５年(N=400)

平成29年(N=196)

令和５年(N=226)

歳 歳

歳 歳

歳 歳

歳 歳

歳 歳

歳 歳

歳 歳

歳 歳

よく感じた 時々感じた あまり感じなかった 全く感じなかった 無回答 合計

20～29 歳 

 

18～19 歳 

 

30～39 歳 

 

40～49 歳 

 

50～59 歳 

 

60～69 歳 

 

70～79 歳 

80 歳以上 

【ストレスを感じた割合（年齢別）】 

資料：加古川市「食」と「健康」についてのアンケート（平成 29 年） 

加古川市「健康」と「食」についてのアンケート（令和５年）  

合 計 

男 性 

女 性 
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（３）悩みやストレスなどで困った時の相談先（あてはまるものすべてを選択） 

① 相談先の内訳 

悩み、ストレスなどで困った時の相談先は、全体で「家族」が 57.8％と最も高く、「友人・知人」

が 38.0％、「職場の上司・同僚」が 11.7％と続いています。性別では、男女とも「家族」が最も高

くなっていますが、男性では「誰にも相談しない」が 29.1％と次に高くなっています。 

年代別では、20 歳代のみ「友人・知人」が 62.0％と最も高いという特徴があり、また、80 歳以

上では「家族」に次いで、「誰にも相談しない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：加古川市「健康」と「食」についてのアンケート（令和５年） 

（％） 

【悩みやストレスなどで困った時の相談先（性別/年齢別）】 

合計(N=1906)

男性(N=763)

女性(N=1067)

18～19歳(N=14)

20～29歳(N=79)

30～39歳(N=106)

40～49歳(N=214)

50～59歳(N=216)

60～69歳(N=296)

70～79歳(N=400)

80歳以上(N=226)

誰
に
も
相
談
し
な
い

無
回
答

家
族

友
人
・
知
人

地
域
の
人

職
場
の
上
司
・
同
僚

市
役
所
な
ど
の
公
的
機
関

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
サ
イ
ト

医
療
機
関

そ
の
他

57.8 38.0 1.8 11.7 0.7 1.2 4.5 1.1 19.7 5.5 

52.6 22.4 1.0 10.7 0.5 1.3 4.7 0.9 29.1 6.2 

61.5 49.2 2.4 12.5 0.8 1.0 4.0 1.2 13.2 5.0 

57.1 50.0 7.1 14.3 7.1 

59.5 62.0 1.3 21.5 1.3 1.3 5.1 1.3 15.2 

71.7 42.5 17.9 0.9 1.9 0.9 16.0 4.7 

68.7 51.4 1.4 26.2 0.9 2.3 3.7 0.9 14.5 3.3 

60.2 39.4 0.5 20.8 0.9 4.2 0.5 17.6 2.3 

60.5 37.5 1.0 11.1 0.7 3.4 1.0 17.2 5.7 

47.3 34.0 3.0 0.8 0.5 1.0 4.5 1.3 25.3 7.5 

52.2 21.7 3.1 0.4 1.3 1.8 9.3 3.1 23.9 8.8 

合計(N=1,906) 

女性(N=1,067) 
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② 相談しない理由（あてはまるものすべてを選択） 

悩み、苦労、ストレス、不満などがあったとき、「誰にも相談しない」理由について、「相談する

ほどではない」を除くと、「相談することに抵抗がある」が 23.5％、「相談先がわからない」が 5.6％

でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：加古川市「健康」と「食」についてのアンケート（令和５年） 

【誰にも相談しない理由（年齢別）】 

（％） 

合計(N=375)

男性(N=222)

女性(N=141)

18～19歳(N=2)

20～29歳(N=12)

30～39歳(N=17)

40～49歳(N=31)

50～59歳(N=38)

60～69歳(N=51)

70～79歳(N=101)

80歳以上(N=54)

相
談
す
る
ほ
ど
で
は
な
い

相
談
す
る
こ
と
に
抵
抗
が
あ
る

相
談
先
が
わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

60.3 23.5 5.6 14.9 2.1 

65.8 17.1 5.9 14.0 1.8 

50.4 33.3 5.0 17.0 2.8 

100.0 50.0 

33.3 41.7 25.0 

47.1 47.1 23.5 

41.9 32.3 12.9 19.4 3.2 

55.3 36.8 7.9 13.2 2.6 

68.6 19.6 5.9 9.8 

60.4 18.8 5.0 15.8 1.0 

68.5 18.5 9.3 5.6 
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（４）ストレス対処の状況 

「ストレスに対処できていない」と感じる割合は、男女であまり差はありません。「十分対処でき

ている」は年代が若いほど高い傾向にあり、特に中学生、高校生、18～19 歳で高くなっています。 

資料：加古川市「健康」と「食」についてのアンケート（令和５年） 

【ストレス対処の状況（年代別）】 

6.6 

6.9 

6.4 

24.2 

22.0 

21.4 

10.1 

12.3 

6.1 

6.5 

3.7 

7.5 

6.2 

61.4 

60.8 

62.2 

37.5 

44.7 

28.6 

62.0 

56.6 

61.2 

58.8 

72.6 

61.3 

54.4 

18.8 

17.3 

19.6 

24.8 

22.5 

35.7 

20.3 

22.6 

23.8 

25.5 

10.1 

17.5 

15.0 

3.9 

3.8 

3.9 

8.8 

7.0 

7.1 

3.8 

4.7 

5.6 

4.2 

5.1 

2.8 

2.2 

3.9 

5.5 

2.8 

4.1 

3.6 

2.5 

0.5 

1.9 

3.4 

4.5 

12.8 

5.4 

5.6 

5.1 

0.6 

0.3 

7.1 

1.3 

3.8 

2.8 

3.2 

5.1 

6.5 

9.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（一般）（N=1,906)

男性（N=763)

女性（N=1,067)

中学生（N=339)

高校生（N=387)

18～19歳（N=14)

20～29歳（N=79)

30～39歳（N=106)

40～49歳（N=214)

50～59歳（N=216)

60～69歳（N=296)

70～79歳（N=400)

80歳以上（N=226)

十分対処できている おおむね対処できている

あまり対処できていない 対処できていない

ストレスは感じていない 無回答
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（５）新型コロナウイルス感染症の影響 

新型コロナウイルス感染症流行前と比較したとき、全体では「ストレスは変わらない」が

63.3％と最も高く、次に「ストレスが増えた」が 24.1％、「ストレスが減った」が 3.7％という

結果でした。「ストレスが増えた」と答えた人は男性より女性に多く、また、20～40 歳代で割合

が高くなっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（６）ゲートキーパーの認知度（市民対象） 

ゲートキーパーの「言葉も意味も知らなった（今回初めて知ったことも含む）」が 83.4％で最も

多く、「言葉も意味も知っていた」が 6.4％、「言葉は知っていたが、意味を知らなかった」が 5.1％

と続いています。 

 

   

資料：加古川市「健康」と「食」についてのアンケート（令和５年） 

 

【新型コロナウイルス感染症の影響（ストレス）】 

資料：加古川市「健康」と「食」についてのアンケート（令和５年） 

 

24.1 

15.6 

30.1 

21.4 

40.5 

39.6 

32.7 

28.2 

19.9 

19.5 

9.3 

63.3 

72.6 

57.1 

71.4 

53.2 

56.6 

60.7 

66.7 

68.9 

64.8 

58.0 

3.7 

3.7 

3.8 

7.1 

3.8 

3.8 

4.2 

1.4 

4.7 

4.3 

4.4 

8.9 

8.1 

9.0 

2.5 

2.3 

3.7 

6.4 

11.5 

28.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,906)

男(N=763)

女(N=1,067)

18～19歳(N=14)

20～29歳(N=79)

30～39歳(N=106)

40～49歳(N=214)

50～59歳(N=216)

60～69歳(N=296)

70～79歳(N=400)

80歳以上(N=226)

増えた 変わらない 減った 無回答 合計

【ゲートキーパーの認知度（市民対象）】 

6.4 5.1 83.4 5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（N=1,906)

言葉も意味も知っていた

言葉は知っていたが、意味を知らなかった

言葉も意味も知らなかった（今回初めて知ったことも含む）

無回答
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２－３ その他関連するデータ 

（１）人口と高齢化率の推移 

本市の総人口は平成 24 年をピークに減少を続けています。また、総人口に占める高齢人口の割合

は増加傾向にあり、令和４年では平成 25 年と比べて約 1.2 倍となっています。一方、高齢者を支え

る 15～64 歳の生産年齢人口は年々減少し、令和４年では 154,209 人となっており、今後ますます

生産年齢世代一人が支える高齢者数の増加が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高齢者世帯の推移 

高齢者世帯は、令和 5 年で 18,278 世帯と、平成 28 年と比べて約 1.4 倍に増加しており、核家

族化の進行の結果、一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯が増加し、孤立しがちな「老老介護」が

増加していくことが推測されます。 

 

  

資料：住民基本台帳（各年 10 月１日現在）加古川市 

 

資料：「居宅ねたきり高齢者等の実態調査」（各年４月１日現在）加古川市 

【人口と高齢化率の推移】 

【高齢者世帯の推移】 

6,908 7,021 7,315 7,748 8,178 8,742 9,115 9,460 
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一人暮らし世帯 夫婦のみ世帯 その他世帯 合計

38,666 37,868 37,293 36,464 35,679 34,803 34,060 33,290 32,715 32,081 

171,429 168,189 165,667 163,596 161,461 159,696 158,050 156,640 155,387 154,209 

61,594 64,622 66,675 68,583 70,115 71,398 72,398 73,311 73,864 74,021 

271,689 270,679 269,635 268,643 267,255 265,897 264,508 263,241 261,966 260,311 

22.7 23.9 24.7 25.5 26.2 26.9 27.4 27.8 28.2 28.4 
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（３）生活保護（生活困窮を含む）に関する相談件数の推移 

生活保護（生活困窮を含む）に関する相談延件数は、新型コロナウイルス感染症流行後である令和

２年に 3,457 件と前年の令和元年と比較して約 2.5 倍に急増しています。これは、令和２年に新型

コロナウイルス特例貸付の相談が開始したことにより生活困窮及び生活保護に関する相談件数が増

加したためです。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）生活保護受給者数の推移 

直近５年の生活保護受給者数は、令和元年の 2,206 人から減少し、令和３年には 2,087 人でし

たが、令和４年は 2,115 人に増加しています。生活困窮及び生活保護に関する相談では、令和２年

に開始した新型コロナウイルス特例貸付を利用する相談者が多かったことで、生活保護受給者数の

大幅な増加はみられませんでした。 
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2,884

1,708
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3,000
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4,000
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（件）

資料：加古川市生活福祉課 

 

【生活保護（生活困窮を含む）に関する相談件数】 

2,200 2,206 2,138 2,087 2,115

0

500

1,000

1,500

2,000
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平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年
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資料：加古川市生活福祉課 

 

【生活保護受給者数】 
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（５）自損行為に対する救急出動に関するデータ 

本市消防本部管内で発生した自損行為に対して、救急車が出動した件数の推移を年齢層別でみる

と、平成 30 年から令和４年の５年間で少年（18 歳未満）は平均８件、成人（18～64 歳）は平均

91 件、高齢者（65 歳以上）は平均 23.8 件でした。平成 25 年から平成 29 年の５年間の平均値と

比較して、いずれの年齢層も減少しています。 

 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）メンタルヘルスに関する相談件数 

市民健康課での健康相談のうち、メンタルヘルスに関する相談件数は、令和２年以降増加傾向にあ

ります。月別でみると６月、８～９月頃、２月頃に多い傾向があります。 

  

資料：加古川市消防本部 救急出動統計 

資料：加古川市市民健康課 

 

【自損行為に対する救急出動した年齢別件数】 

【メンタルヘルスに関する相談件数（延べ数）】 
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２－４ 加古川市における自殺の特徴 

自殺の実態の分析結果からわかる本市の特徴は以下のとおりです。 

 

① 加古川市の自殺者数は令和３年以降増加傾向にあり、これは女性の自殺者数の増加と比例している。 

② （全国や兵庫県、東播磨医療圏と比較して）加古川市は男性 30～50 歳代の自殺者数が多い。 

③ （全国や兵庫県、東播磨医療圏と比較して）加古川市は 40・70 歳代、８０歳以上で自殺死亡率が高い。 

④ 原因・動機別では、男女ともに健康問題が多く、男性は次いで経済・生活問題、勤務問題となり、女性は

家庭問題となっている。 

⑤ 職業別では、男性は「被雇用者・勤め人（約４割）」、女性は「年金・雇用保険等生活者（約５割）」の割

合が高い。 

⑥ 女性の自殺者のうち、自殺未遂歴のある人は約３割で、男性の約３倍である。 
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２－５ こころの健康づくりのためのアンケート調査の結果 

＜調査の目的＞ 

自殺対策では、誰もが「生きることの包括的な支援」を受けられるように、保健、医療、福祉、教

育、労働、その他関連施策との有機的な連携を図ることが大切です。相談、人材育成、普及啓発、地

域ネットワークの強化等について検討するために、こころの悩みやストレスを抱える市民に関わる

機会のある人（以下、『支援者』という。）を対象に、現在の取組や課題を確認し、より良い支援に

つなげるための資料として、アンケート調査を実施しました。 

 

＜調査の概要＞ 

調 査 名 こころの健康づくりのためのアンケート調査 ～自殺対策に関係する皆様へ～ 

調査対象 

行政機関・ 

教育機関等 

市各部局、民生委員・児童委員、市民センター、認可保育所、

学校園、フリースクール、健康福祉事務所、警察、社会福祉協

議会、学習塾 等 

医療・福祉・ 

労働機関等 

医療機関、薬剤師会、地域包括支援センター、介護関係事業

所、障がい福祉サービス等事業所、訪問看護ステーション、総

合保健センター、ＮＰＯ団体、労働関係機関 等 

企業 加古川市内に所在する企業 

調査期間 令和５年７月 13 日（木）～７月 31 日（月） 

調査方法 郵送等による配布・回収 

   

調査対象 配布数 回収数 有効回答数 有効回答率 

行政機関・教育機関等 500 件 400 件 400 件 80.0％ 

医療・福祉・労働機関等 300 件 143 件 142 件 47.3％ 

企業 200 件 76 件 76 件 38.0％ 

 

【留意点】 

分析結果を見る際の留意点は以下の通りとなっています。 

１．アンケート結果は、特に重要である項目や本市の課題がみえる項目について掲載しています。 

２．アンケート調査は、調査対象者を行政機関・教育機関等（以下、「行政・教育」という。）、医療・

福祉・労働機関等（以下、「医療・福祉」という。）、企業といった３種別に分けて調査しましたが、

分析の中でアンケート結果の傾向が似ている項目については、合わせて掲載しています。 

３．アンケート調査内でいう「対象者」とは、「こころの悩み（健康・家庭・経済・勤務・学校・男

女問題等、生活上の悩み）やストレスを抱えている人」を表します。 

４．単数回答の場合、本文及び図表の数字に関しては、すべて小数点第２位以下を四捨五入し、小数

点第１位までを表記しています。このため、百分率の合計が 100.0％とならない場合がありま

す。 

５．複数回答の場合、構成比は回答数を回答者数（母数）で割っているため、内訳の合計は 100％

を超えることになります。 

６．「N」＝「Number」の略で、比率算出の母数を表しています。  
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（１）「ゲートキーパー」の認知度 

「ゲートキーパー」を聞いたことがある者の割合は調査区分「行政・教育」が最も高く 61.0％で

あり、調査区分「医療・福祉」は 49.3％、調査区分「企業」は 32.9％でした。 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

（２）対象者が自殺や自殺未遂に至ったケース（いくつでも選択可） 
① 対象者が自殺や自殺未遂に至ったことを知った後の支援者のこころの状態 

「気分が落ち込んだ」「自分の対応が正しかったか悩んだ」「無力感を感じた」者の割合が高くな

っており、これは前計画策定時のアンケート結果と同じでした。 

 

 

 

 

  

【ゲートキーパーの認知度】 

【対象者が自殺や自殺未遂に至ったことを知った後のこころの状態（全体）】 

48.1 

1.9 

9.6 

44.2 

67.3 

3.8 

13.5 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80%

気持ちが落ち込んだ

眠れなくなった

不安感が強くなった

無力感を感じた

自分の対応が正しかったか悩んだ

その他

特に変化はない

無回答

54.9 

61.0 

49.3 

32.9 

44.5 

38.5 

49.3 

67.1 

0.6 

0.5 

1.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(N=618)

行政・教育(N=400)

医療・福祉(N=142)

企業(N=76)

ある ない 無回答 合計
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② こころの状態の解決 

何かしらのこころの状態に変化が生じた後、解決することができなかった者が３割であり、前計画

策定時のアンケート結果と比較して増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）相談の困難感 
① 相談を受けることを困難に感じるか 

相談を受けることに困難を「とても感じる」「やや感じる」者の割合は全体で約７割を超えており、

調査区分「企業」「行政・教育」「医療・福祉」の順で高くなっています。また、相談を受けること

に困難を感じている者の割合は、前計画策定時のアンケート結果と比較して、調査区分「企業」では

増加し、「医療・福祉」では減少しています。 

 

 

 

  

【こころの状態が解決したか（全体）】 

 

 

 

 

 

 

69.2

67.4 

23.1

30.2 

7.7

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成30年(N=39)

令和５年(N=43)

はい いいえ 無回答 合計

【相談を受けることを困難に感じるか】 

24.4 

24.8 

23.9 

23.7 

50.2 

52.0 

43.0 

53.9 

19.9 

18.5 

24.6 

18.4 

2.4 

1.8 

4.9 

1.3 

3.1 

3.0 

3.5 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(N=618)

行政・教育(N=400)

医療・福祉(N=142)

企業(N=76)

とても感じる やや感じる

あまり感じない 全く感じない

無回答 合計
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② 相談を受けることを困難に感じる理由（いくつでも選択可） 

相談を受けることに困難を感じる理由について「命に関わる相談に責任の重さを感じる」「どのよ

うに対応すればよいかわからない」「対象者の問題が複雑で、解決できない」の割合は高く、これは

前計画策定時のアンケート結果と同じでした。「命の関わる相談で責任の重さを感じる」の割合は全

調査区分で増加しています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

（４）関係機関との連携 
① 連携する機会の有無 

関係機関と連携する機会が「ある」の割合は、調査区分「行政・教育」「医療・福祉」では６割以

上、調査区分「企業」では約４割となっており、前計画策定時のアンケート結果と同様の割合です。 

 

 

 

  

【相談を受けることを困難に感じる理由（全体）】 

48.8 

19.5 

29.3 

42.5 

9.5 

19.7 

63.1 

4.8 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80%

どのように対応すればよいかわからない

案内できる相談先・社会資源がわからない

相談・応対に時間がかかる

対象者の問題が複雑で、解決できない

コンプライアンスが不良で対応が難しい

家族やサポートできるキーパーソンがいない

命に関わる相談に責任の重さを感じる

その他

無回答

【連携する機会の有無】 

65.4 

71.8 

63.4 

35.5 

34.3 

27.8 

36.6 

64.5 

0.3 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(N=618)

行政・教育(N=400)

医療・福祉(N=142)

企業(N=76)

ある ない 無回答 合計
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② 連携の困難感 

関係機関と連携することに困難を「とても感じる」「やや感じる」者の割合は、調査区分「行政・

教育」「企業」では約３割、調査区分「医療・福祉」では約５割であり、前計画策定時のアンケート

結果と比較していずれも増加しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

③ 連携していない理由（いくつでも選択可） 

関係機関と連携していない理由では、「相談を受けたことがないから」「連携をとるほど複雑なケ

ースがないから」「どの関係機関と連携すればよいかわからないから」の割合が高くなっており、前

計画策定時のアンケート結果と同じ傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【連携に困難を感じるか】 

（％） 

【連携していない理由】 
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14.4 42.3 0.9 7.2 8.1 1.8 52.3 3.6 10.8 

28.8 26.9 9.6 5.8 11.5 7.7 5.8 30.8 7.7 15.4 

28.6 34.7 2.0 14.3 4.1 6.1 38.8 4.1 14.3 

3.6 

3.8 

8.6

4.4 

5.3

3.7 

26.5 

28.6 

32.3

41.1 

10.5

22.2 

54.5 

54.4 

44.1

45.6 

60.5

48.1 

9.0 

4.2 

11.8

5.6 

21.1

22.2 

6.5 

9.1 

3.2

3.3 

2.6

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成30年(N=279)

令和５年(N=287)

平成30年(N=93)

令和５年(N=90)

平成30年(N=38)

令和５年(N=27)

庁
内

医
療

福
祉

企
業

とても感じる やや感じる あまり感じない 全く感じない 無回答 合計

行政・教育 

医療・福祉

企業 
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（５）自殺対策における課題（いくつでも選択可） 

自殺対策における課題では、「対象者の理解や対応方法についての普及・啓発 」「精神疾患（う

つ・統合失調症・依存症等）に関する知識の普及・啓発」の割合が高くなっています。特に、今まで

に相談者へ対応したことがあり、相談者の中で対応した後に自殺や自殺未遂に至ったという経験の

ある者は、経験のない者に比べて「自殺者の家族への支援」「自殺未遂者への支援」に課題があると

感じている人の割合が高い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【自殺対策において課題と感じること】 

【自殺対策において課題と感じること（相談者が自殺や自殺未遂に至った経験の有無別）】 

（％） 

合計(N=618)

行政・教育(N=400)

医療・福祉(N=142)

企業(N=76)

自
殺
未
遂
者
へ
の
支
援

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

対
象
者
の
理
解
や
対
応
方
法
に
つ
い
て
の

普
及
・
啓
発

精
神
疾
患
（
う
つ
・
統
合
失
調
症
・
依
存

症
等
）
に
関
す
る
知
識
の
普
及
・
啓
発

自
殺
者
の
家
族
へ
の
支
援

関
係
機
関
と
の
連
携
し
た
支
援
体
制
づ
く

り 相
談
先
や
社
会
資
源
の
周
知
及
び
活
用

地
域
住
民
の
絆
（
気
づ
く
・
つ
な
げ
る
・

見
守
る
）

対
象
者
へ
の
地
域
で
の
継
続
的
な
支
援

こ
こ
ろ
の
健
康
づ
く
り
に
関
わ
る
人
材
の

量
・
質

51.8 50.6 30.9 45.8 39.3 29.1 24.4 37.4 27.5 5.5 1.3 2.3 

51.3 48.0 29.5 48.3 38.5 33.0 26.5 39.0 27.8 4.8 2.0 2.8 

54.2 55.6 41.5 47.2 47.2 25.4 25.4 34.5 32.4 5.6 2.1 

50.0 55.3 18.4 30.3 28.9 15.8 11.8 34.2 17.1 9.2 

経験がある(N=52)

経験がない(N=174)

わからない(N=41)

63.5 51.9 51.9 69.2 63.5 32.7 36.5 55.8 63.5 5.8 

47.1 48.9 29.9 47.7 36.2 27.0 23.6 43.1 25.9 4.6 1.7 0.6 

43.9 43.9 43.9 61.0 51.2 39.0 34.1 48.8 34.1 2.4 2.4 4.9 
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（６）「こころの健康づくりのためのアンケート調査」からわかる課題 

○人材養成と普及啓発の促進 

自殺に関連することや精神疾患について誤った情報が様々な媒体を介して広がっています。正し

い情報を、届けたい対象者に合った手段・方法で引き続き発信していくことが必要です。また、支援

者に向けては、悩みに応じた相談窓口についてさらなる周知を行うことで、どこに相談すればよいか

わからないことによって生じる困難感を軽減していく必要があります。 

精神疾患についての正しい知識や相談窓口について啓発するとともに、自殺の危険性が高まって

いる人に対して適切な行動がとれる「ゲートキーパー」の役割についても広く周知し、人材を養成し

ていくことで、自分自身又は家族や友人といった大切な人の自殺や自殺未遂の危険性を下げること

につなげることが必要です。 

 

○支援者に対する支援 

自殺や自殺未遂者が増加傾向にあることから、支援者は自殺の危険性の高い相談者に対応する機

会が増加しています。そのため、こころの悩みやストレスの相談を受けることがある支援者に対し

て、年齢や従事年数に関わらず、支援者自身の負担増加にならないよう、支援者の対応力を高める機

会の提供やこころのケア等を行うことが必要です。 

 

○連携体制の強化 

こころの悩みやストレスについての相談を受けることに困難を感じる理由で「対象者の問題が複

雑で、解決できない」と感じている割合が高く、一カ所の機関や支援者のみでは対応が困難なケース

があることから、関係機関と連携し、対象者の問題解決に向けて支援を行うことが必要です。 

また、自殺や自殺未遂に至った相談者に対応した経験のある支援者の方が関係機関との連携の必

要性をより感じていることから、特に自殺の危険性が高い相談者を支援する場合、関係機関と十分に

連携することが必要です。すでに連携している関係機関については、よりスムーズな連携体制の構築

を目指すとともに、はじめて連携する関係機関であっても支援が切れることのないよう関係機関の

相談窓口や役割について情報を共有・周知することが必要です。 

 

○自殺未遂者・自死遺族への支援 

自殺未遂者や自死遺族は「死」と心理的距離が近くなっており、そうでない人と比べて自殺の危険

性が高い状況にあります。一方で、身近な人や周囲の人に相談することが社会的にも難しい環境にあ

ることから、自殺未遂者や自死遺族に向けた支援が必要です。 
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３－１ 評価指標による評価 

達成状況：○＝目標達成、×＝未達成 

（１）計画の数値目標 

指標 

前計画策定時値 

平成 29 年 

（2017 年） 

目標値 

令和５年 

（2023 年） 

評価値 

令和４年 

（2022 年） 

達成

状況 

自殺死亡率 

（人口 10 万対） 
17.5 14.8 以下 19.1 × 

 

（２）取組に関する評価指標 

指標 

前計画策定時値 

平成 29 年 

（2017 年） 

目標値 

令和５年 

（2023 年） 

評価値 

令和５年 

（2023 年） 

達成 

状況 

研修会・講演会等の「満足度」について、

肯定的な回答をする参加者の割合 
90.0％程度 90.0％以上 

71.4～100％ 

（令和４年度） 
× 

支援者のうち、こころの健康に関する悩

みについての相談先を知っている人の

割合の増加 

51.5％ 62.0％ 87.6％ ○ 

支援者のうち、こころの悩みを持つ人に

気づいた際に、悩みを傾聴する意識や、

他の相談窓口につなぐ意識を持つ人の

割合 

― 70.0％ 37.7％ × 

 

（３）基本施策ごとの取組目標 
① 地域におけるネットワークの強化 

指標 
目標値 

（毎年度） 
評価値 

達成 

状況 

加古川市自殺対策推進本部会議の開催 １回開催 R 元～５年度：各年度１回 〇 

加古川市自殺対策連絡会議 ２回開催 

R 元年度：２回開催 

R２年度：２回開催 

R３年度：１回開催 

R４年度：２回開催 

R５年度：４回開催 

× 

 

第３章 前加古川市自殺対策計画の評価 
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② 自殺対策を支える人材の育成 

指標 目標値（毎年度） 評価値 
達成 

状況 

こころのサポーター 

養成講座の開催 

１コース（２回）

開催し、年間 20

人が参加 

R 元年度：参加人数  ９人 

R２年度：参加人数 16 人 

R３年度：参加人数 10 人 

R４年度：参加人数 16 人 

× 

職員・関係団体等に

対するゲートキーパ

ー養成研修等の開催 

６回開催し、年間

100 人以上参加 

R 元年度：28 回、延 1,443 人 

R２年度：23 回、延 507 人（動画視聴 958 回） 

R３年度：27 回、延 664 人（動画視聴 694 回） 

R４年度：19 回、延 464 人（動画視聴 442 回） 

〇 

 

③ 市民一人ひとりの気づきと見守りの促進 

指標 目標値（毎年度） 評価値 
達成 

状況 

相談窓口案内チラシ・カー

ドの作成、配布 
2,000 部 

R 元年度：  4,397 部 

R２年度：  6,625 部 

R３年度： 13,634 部 

R４年度： 13,934 部 

○ 

啓発リーフレットの作成、

配布 
3,000 部 

R 元 年 度 ：  7,896 部 

R２ 年 度 ： 13,166 部 

R３ 年 度 ：  8,319 部 

R４ 年 度 ：  4,351 部 

○ 

 

④ 生きることの促進要因への支援及び阻害要因の減少 

指標 目標値（毎年度） 評価値 
達成 

状況 

各相談支援事業の継続 
各担当課における相談支援

事業の継続実施 

毎年度実施する進捗評価で継

続実施を確認 
○ 

 

⑤ 児童生徒の SOS の出し方に関する教育 

指標 目標値（毎年度） 評価値 
達成 

状況 

児童生徒の SOS の出し方に

関する教育の継続 

継続実施（小学４年生から

中学３年生に、自殺予防に

関する相談啓発ハンドブッ

クを配布） 

R 元年度：小学４年生～中学

３年生に実施 

R２～５年度：小学５年生～

中学３年生に実施 

○ 
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３－２ 「生きる支援の関連施策」における評価 

自殺対策に係る取組を「生きる支援の関連施策」と位置づけ、毎年度、取組内容と達成度につい

て進捗管理を行いました。結果は以下のとおりです。 

 

① 取組事業数 

前計画：基本施策 174 事業のうち、重点的な取組内容 103 事業 

 

② 事業の達成度 

 達成度 

◎ ○ △ ▲ × ― 評価不可 

令和４年度 86.2% 6.9% 1.1% 0% 0% 5.2% 0.6% 

令和３年度 83.6% 9.4% 1.2% 0.6% 2.3% 1.7% 1.2% 

令和２年度 72.5% 13.5% 1.8% 0% 2.3% 0% 9.9% 

令和元年度 80.1% 10.0% 1.2% 0% 2.3% 0% 6.4% 

前計画の評価 73.0％ 23.0％ 1.1％ 2.9％   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－３ 前計画の評価 

・「生きる支援の関連施策」の取組は、「実行できて効果的に取り組めている」の割合が約７割と最

も高くなっています。 

・計画の数値目標である自殺死亡率 14.8 は令和２年に達成したものの、その後、国や兵庫県と同

様に増加へ転じ、目標未達成となっています。 

 

 

 

記号説明 

 ◎：達成度 80-100％。実行できて効果的に取り組めている。 

 ○：達成度 50-79％。実行できたが課題はある。 

 △：達成度 20-49％。十分に実行できていない。 

 ▲：達成度 1-19％。ほとんど実行できていない。 

 ×：達成度 0％。実施なし。 

 ―：事業終了 

 評価不可：「対象者なし」や「新型コロナウイルス感染症流行の影響で実施できなか

った」等 
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４－１ 基本方針 

基本理念『市民一人ひとりがお互いを認め合い、尊重しあい、ともに支えあい、誰も自殺に追い込

まれることのない「生き生きと暮らす活気のあるまち」の実現』を目指すため、自殺総合対策大綱に

示される６つの基本方針に沿って、総合的な自殺対策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 
市民一人ひとりがお互いを認め合い、尊重しあい、ともに支えあい、誰も自

殺に追い込まれることのない「生き生きと暮らす活気のあるまち」の実現 

（１）「生きることの包括的な支援」として推進する 

（２）関連施策との有機的な連携を強化して総合的に取り組む 

（３）対応の段階に応じてレベルごとの対策を効果的に連動させる 

（４）実践と啓発を両輪として推進する 

（５）関係機関の役割を明確化し、その連携・協働を推進する 

（６）自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮する 

 

生
き
る
支
援
の
関
連
施
策 

基本方針 

子
ど
も
・
若
者
に
対
す
る
取
組
の
推
進 

女
性
に
対
す
る
取
組
の
推
進   

 
 

 

高
齢
者
に
対
す
る
取
組
の
推
進       

生
活
困
窮
者
に
対
す
る
取
組
の
推
進 

 

労
働
者
に
対
す
る
取
組
の
推
進   

 
 

基本施策１：地域におけるネットワークの強化 

第４章 第２次加古川市自殺対策計画 

基本施策２：自殺対策を支える人材の養成 

基本施策４：生きることの促進要因への支援及び阻害要因の減少 

基本施策５：児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 

基本施策３：市民一人ひとりの気づきと見守りの促進 
基本施策 

重点施策 

(重点対象) 
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（１）「生きることの包括的な支援」として推進する  

自殺の危険性は、自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等の「生きることの促進要因

（自殺に対する保護要因）」より、失業や多重債務、生活困窮等の「生きることの阻害要因（自殺の

リスク要因）」が上回ったときに高まります。そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」を減

らすとともに、「生きることの促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺の危険性を

低下させる必要があります。 

自殺の多くは追い込まれた末の死であり、その多くが防ぐことができる社会的な問題であるとの

基本認識のもと、自殺対策を自殺防止や遺族支援といった狭義な捉え方だけでなく、「生きる支援」

に関する地域のあらゆる取組を総動員して、「生きることの包括的な支援」として推進します。 

 

（２）関連施策との有機的な連携を強化して総合的に取り組む  

自殺に追い込まれようとしている人が、生きることを選択し安心して生活を送ることができるよ

うにするためには、精神保健的な視点だけでなく、様々な分野の施策、人々、組織が密接に連携しな

がら、社会・経済的な視点を含む包括的な取組が必要です。有機的な連携を図るため、自殺の要因と

なりうる生活困窮、児童虐待、性暴力被害、ひきこもり、性の多様性等、関連の分野において支援に

あたる人々が、それぞれ自殺対策の一翼を担っているという意識の共有を図ります。 

 

（３）対応の段階に応じてレベルごとの対策を効果的に連動させる  

自殺対策は、①個々人の問題解決に取り組み、相談支援を行う「対人支援のレベル」②問題を複合

的に抱える人を包括的に支援するための関係機関による実務的な連携といった「地域連携のレベル」

③法律、大綱、計画等の枠組みの整備や修正といった「社会制度のレベル」という３つのレベルに分

けて考えることができ、それらを総合的に推進することが重要です。 

また、時系列的な対応としては、これら３つのレベルにおける施策を、自殺の危険性が低い段階に

おける啓発等の「事前対応」と、現に起こりつつある自殺発生の危機に介入する「危機対応」、自殺

や自殺未遂が生じてしまった場合等における「事後対応」のそれぞれの段階において施策を講じる必

要があります。社会全体の自殺の危険性を低下させるために、自殺の危険性が低い段階よりも前の段

階において、啓発、教育等の充実を図ります。 

 

（４）実践と啓発を両輪として推進する  

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現のためには、自殺に追い込まれようとしている

人や残された人への支援といった実践的な取組に加え、これらの取組が地域に広がり、自殺対策とい

う概念が市民に浸透することが重要です。そのため、危機に陥った人の心情や背景への理解を深め、

命や暮らしの危機に陥った場合には、誰かに援助を求めることが適当であるということが市民全体

の共通認識となるよう、普及啓発を行う必要があります。 

すべての市民が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早く気づき、本人が抱え

る問題に関する専門家につなぎ、専門家と協力しながら見守っていけるよう、広報活動、教育活動等
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に取り組みます。 

 

（５）関係機関の役割を明確化し、その連携・協働を推進する  

自殺対策が最大限その効果を発揮して「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現するため

には、市だけでなく、国や兵庫県、他の市区町村、関係機関、企業そして市民と連携・協働し、一体

となって自殺対策を推進していく必要があります。そのためには、それぞれの主体が果たすべき役割

を明確化、共有化したうえで、相互の連携・協働の仕組みの構築に取り組みます。 

 

（６）自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮する  

自殺対策基本法第９条では名誉及び生活の平穏への配慮として「自殺対策の実施に当たっては、自

殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこ

れらを不当に侵害することのないようにしなければならない。」と定められています。自殺対策に関

わる者は、これを改めて認識して自殺対策に取り組みます。 

 

 

 

  
「生きる支援の関連施策」について 

前計画では、「生きる支援の関連施策」として基本施策の柱を５本立て、各柱に重

点対象を置き、推進を図りました。第２次計画では、重点対象者である「高齢者」「生

活困窮者」「労働者」「女性」「こども・若者」に対する施策・取組を「重点施策」と明

確に位置づけることで、市職員をはじめ、関係者が生きる支援の関連施策としての認

識を新たにし、取組の強化を目指します。 
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４－２ 基本施策における主な取組事業と評価指標 

基本施策１：地域におけるネットワークの強化 

誰も自殺に追い込まれることのない地域社会を実現するためには、市関係各課を含め、保健、医療、

福祉、教育、労働、その他生きる支援に係る関係機関が連携・協力し、市全体で包括的に自殺対策を

推進していくことが必要です。この時、自殺対策に特化したネットワークだけでなく、既にあるネッ

トワーク等との連携・協働を進めることで自殺対策の基盤の強化を目指します。 

 

（１）自殺対策推進体制における連携強化 

保健、医療、福祉、教育、労働、その他の関連施策と有機的な連携を図り、総合的かつ効果的な対

策を推進するために市各部局で自殺に関する情報や課題を共有し、関係性の構築と自殺対策への理

解が深まるよう推進します。また、市職員が窓口等の業務において、生きる支援を必要とする市民の

相談を傾聴し適切な相談機関へと確実につなぐことができることを目指します。 

＜主な取組事業＞ 

・加古川市自殺対策推進本部会議を開催する。 

・加古川市自殺対策連絡会議・ワーキングを開催する。 

・業務において生きる支援を必要とする市民からの相談を傾聴し適切な相談機関へ確実につなげる。 

 

（２）既にあるネットワークとの連携 

行政・福祉・医療等の関係機関で既に構築されているネットワークにおいて、生きる支援に関わる

取組状況や課題を共有することで、自殺対策の強化を推進します。 

＜主な取組事業＞ 

・加古川市障害者自立支援協議会を開催する。 

・精神障害者地域支援連絡協議会を通して連携する。 

・要保護児童虐待防止検討会議を開催する。 

 

＜評価指標＞ 

指標 目標値【毎年度】 

加古川市自殺対策推進本部会議の開催 １回開催 

加古川市自殺対策連絡会議の開催 ２回開催 

 

基本施策２：自殺対策を支える人材の養成 

地域におけるネットワークの強化には、それを担い支える人材の養成が欠かせません。本市では、

さまざまな立場の人がゲートキーパー養成研修等の研修を受講できる機会を提供することで、自殺

対策に関わる人材養成のさらなる強化を図ります。 
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（１）様々な職種を対象とする研修 

保健、医療、福祉、教育、労働等さまざまな分野で支援に携わる専門職者や関係者、地域を支える

担い手である市民、市全体で包括的に自殺対策を進めていく役割を担う市職員を対象にゲートキー

パー養成等の生きる支援に関連する研修を実施します。 

＜主な取組事業＞ 

・さまざまな分野で支援に携わる専門職者や関係者、市職員へゲートキーパー養成研修を実施する。 

・生きる支援に携わる職員や支援者を対象にした研修の実施や会議を開催する。 

・ゲートキーパー養成研修等の講師養成や支援者の知識及び技術習得を目的に外部研修の受講を支

援する。 
 

（２）市民を対象とする研修 

市民一人ひとりが、周りの人の異変に気付いた時に、適切な行動がとれる人材（ゲートキーパー）

を養成することで、地域での見守り体制の強化を目指します。 

＜主な取組事業＞ 

・こころのサポーター（ゲートキーパー）養成講座を実施する。 

・市民団体や関係機関、支援者を対象とするゲートキーパー養成研修や出前健康講座を実施する。 
 

（３）支援者への支援 

支援に携わる専門職者や関係者が支援の過程で精神的負担を感じメンタル不調に陥るケースがあ

ることから、所属する団体において定期的なメンタルヘルスの管理を行います。また、自殺の危険性

が高まっている相談者が抱える複合的な問題に対応するため、支援者の対応力の向上を目指した研

修の実施や、関係機関と連携を行う際の負担が軽減されるよう、つなぐ先となる相談先や関係機関の

情報を周知します。 

＜主な取組事業＞ 

・支援者の負担の軽減やセルフケア等に関する技術習得を目的とした外部研修の受講を支援する。 

・自殺未遂事例検討会を開催する。 

・メンタルヘルスプランに基づく健康診断や各種相談等の実施を支援する。 

 

＜評価指標＞ 

指標 目標値【毎年度】 

こころのサポーター養成講座の開催 １コース（２回）開催し、年間 20 人の参加 

市民団体や関係機関、支援者を対象とするゲートキ

ーパー養成研修等の開催 

市民対象：300 人以上の参加 

支援者対象：200 人以上の参加 
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基本施策３：市民一人ひとりの気づきと見守りの促進 

自殺は「個人の問題である」という誤った認識から、自殺へ追い込まれる人の心情や背景は理解さ

れにくい現実があります。このため、「自殺は社会の問題である」「誰もが誰かに援助を求めていい」

という認識が社会の共通認識となり、自殺や自殺の危険性が高まっている人への理解が広まるよう

正しい情報の発信や相談窓口に関する情報提供を様々な媒体を活用して行います。 

 

（１）生きる支援に関連する講演会等の実施 

市民や関係機関を対象に、こころの健康やその他の生きる支援に関連する講演会等を開催し、一人

ひとりの自殺対策に関する理解を深め、生きづらさを抱えた人や自殺の危険性が高まっている人に

気づく力を養うことを目指します。 

＜主な取組事業＞ 

・講演会を開催し、人権課題について啓発を行う。 

・男女共同参画や性の多様性に関する啓発、講座等を開催する。 

・犯罪被害者等が抱える問題への理解を深めるための講演会を開催する。 

・健康づくりに関する講座や講演会を実施する。 

・子どもたちを支援する力を地域の人に身につけてもらえるよう青少年健全育成に関する講演会を

開催する。 

 

（２）様々な媒体を通した市民・関係機関への周知 

リーフレット、メディア、SNS 等の媒体を利用し、自殺対策に関する情報や悩みの相談先、生き

る支援の関連施策に関する情報を配布・発信することで、正しい知識を普及し、悩みを抱える本人や

周りの人が相談機関を利用できるように周知します。また、支援者となる医療機関等への相談先の周

知を強化することで、関係機関における連携の強化を目指します。 

＜主な取組事業＞ 

・市職員が業務等において自殺予防啓発媒体を活用し市民に向けた啓発を行う。 

・計画概要版や啓発媒体等を、支援者向けアンケート調査票を配布した関係機関へ送付し、計画及び

取組に関する情報提供を行う。 

・市公式の SNS 等を活用し自殺対策に関連する正しい情報を発信する。 

・市内企業、医療機関、薬局等において自殺予防啓発媒体を配布し啓発する。 

・性の多様性に関する正しい知識の普及啓発を進める。 

 

（３）特定の場所やイベントにおける啓発 

地域のコミュニティ活動の場を活用し、地域の様々な接点を生かした「気づき」を促します。 

＜主な取組事業＞ 

・自殺予防週間（９月）と自殺対策強化月間（３月）に市役所庁舎前に懸垂幕を掲揚する。 

・駅、商業施設、小中学校、高校、大学等で啓発媒体を設置又は配布する。 
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・自殺予防啓発に関する図書コーナーを設置する。 

 

＜評価指標＞ 

指標 目標値【毎年度】 

相談窓口案内チラシ・カード・啓発リーフレッ

トの作成、配布の実施 
30,000 部 

SNS 等活用した啓発の実施 
自殺予防週間（９月）及び自殺対策強化月間（３

月）を中心に啓発を行う。 

 

指標 

本計画策定時値 

令和５年 

（2023 年） 

目標値 

令和９年度 

（2027 年度） 

こころの健康に関する悩みについての相談先

を知っている人の割合の増加 

支 援 者：87.6％ 

一般市民：― 

支 援 者：100.0％ 

一般市民：100.0％ 

ゲートキーパーの認知度（言葉も意味も知って

いる）の割合の増加 

支 援 者：54.9％ 

一般市民：11.5％ 

支 援 者：80.0％ 

一般市民：50.0％ 

 

基本施策４：生きることの促進要因への支援及び阻害要因の減少 

自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組と、「生きることの促進要因」を増やす取組を

併せて行うことが必要です。市民が抱える様々な悩みが「生きることの阻害要因」となり得るため、

幅広い分野において生きることの促進要因の増加に向けた支援の推進が重要です。 

 

（１）居場所づくり 

孤立しやすい傾向にある人が自分の居場所や人とのつながりを持つことができる場所を提供しま

す。また、保護者が安心して子育てできる環境を提供します。 

＜主な取組事業＞ 

・乳幼児と保護者に向けて交流できる場と育児に関する情報を提供する。 

・ふれあい保育や園庭開放を実施する。 

・妊産婦が集う場所を提供して仲間づくりの支援を行い、育児に関する健康教育や個別相談等を実

施する。 

・図書や図書館の行事を介した居場所づくりを行う。 

・認知症の当事者や家族等の介護者が悩みを共有するなど、情報交換ができる認知症カフェを実施

する。 

・健康寿命の延伸とともに、地域の集いの場としていきいき百歳体操を実施する。 
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（２）相談支援の実施 

自殺へと追い込まれる人の多くは、様々な問題を複合的に抱えているため、あらゆる相談窓口にお

いて悩みや不安や気持ちを傾聴し、相談支援する必要があります、また、一カ所の相談窓口や相談機

関では対応できない場合、適切な相談・支援機関へのつなぎを行います。 

＜主な取組事業＞ 

・保健師等が健康に関する情報提供や相談支援を行う。 

・犯罪被害者等が抱える様々な問題 について 相談に応じ、適切な窓口の案内や情報の提供をワン

ストップで行う。 

・成年後見制度の利用支援に関して相談を行う。 

・障害のある当事者が相談を受ける障がい者と同じ立場で話合い、サポートすることで、自立した生

活の援助を行う。 

・障害福祉サービスを提供し自立支援を行う。 

・障害児通所支援や障害児相談支援を行う。 

・加古川市障がい者基幹相談支援センターにおいて障害に関する専門的な相談支援を行う。 

・家庭児童相談員等が家庭問題、虐待の悩みについて相談支援を行う。 

・配偶者等からの暴力（DV）に関する相談に応じ、被害者の保護や自立に関する支援を行う。 

・公立・私立保育園及び認定こども園、地域型保育事業所等での保育の提供と相談支援を実施する。 

・保育施設選びから入所手続きまでを案内する保育コンシェルジュによる相談支援を行う。 

・保育を通して発達や療育に関する相談支援を行う。 

・高齢・障害・低所得等家賃住宅入居に配慮を要する人に向けた対策等の検討を行う。 

・民生委員・児童委員が地域で困難を抱えている人に気づき、適切な相談機関につなげる役割等、必

要な援助を行う。 

・人権問題について相談支援を行う。 

・教育に関する相談について、心理と教育の両面から相談支援を行う。 

・妊産婦に関する相談や育児に関する相談支援を行う。 

・LGBTQ+の人々だけでなく、その家族や友人、学校や職場の関係者等からの「性のあり方」に関

する様々な悩みや不安についての専門相談を実施する。 

 

（３）自殺未遂者への支援 

自殺未遂者は、自殺の危険性が大変高い状況にあります。再度、自殺を計画・遂行する可能性があ

るため、予防を目的とした個別支援が必要です。 

また、自殺未遂者に関わる支援者を対象に研修会を実施し、現に起こりつつある自殺の危機的状況

への対応技術の向上や自殺未遂者を見守る等の支援のための連携を図ります。 

＜主な取組事業＞ 

・自殺防止のための専門相談窓口を周知し自殺未遂者やその家族への相談について関係機関と連携

し支援を行う。 

・救命士の研修で自殺未遂者への対応要領を盛り込み、自殺対策への意識向上と適切な対応技術の



45 

習得を図る。 

 

（４）自死遺族への支援 

自死遺族は一般的に自殺の危険性が高いと言われています。また、家族を亡くしたことによる悲嘆

や苦しみといった精神的な負担だけでなく、偏見や差別から二次的な被害を受けることがあります。

市民や支援者に向けて自死遺族への理解が広まるよう啓発を行うとともに、専門的な支援が受けら

れる相談窓口や自助会等の情報提供を行います。 

＜主な取組事業＞ 

・自死遺族等への相談支援を行い、必要に応じ自死遺族によるわかち合いにつなぐ。 

・自死遺族が手続きで利用する場所等において、自死遺族の会や相談先等の情報を周知する。 

・自殺対策に関する啓発や人材養成の機会において、自死遺族が直面する様々な問題への理解や支

援方法について周知する。 

 

＜評価指標＞ 

指標 目標値【毎年度】 

各相談支援事業の実施 各担当課における相談支援事業の継続実施 

 

基本施策５：児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 

自分や友人の危機的な心の状態に気づいて受け止め、信頼できる大人に伝える力を養うことを目

標に、SOS の出し方に関する教育を、学校教育を通して実施します。また、保護者や児童生徒同士、

教職員がこころのサインに気づき、受け止め、見守ることができるよう啓発します。 

 

（１）児童生徒の SOS の出し方に関する教育の実施 

自殺予防教育用リーフレットを作成・活用して、児童生徒が生涯に渡って SOS を発信する方法や

友人等周囲の人のこころのサインに気づき、声をかけることの大切さを学ぶ授業を実施することで、

早期段階から「命」を大切にする児童生徒の育成に向けた教育を行います。 

＜主な取組事業＞ 

・自殺予防教育用リーフレットを活用し、児童生徒が SOS を発信できる力を養う教育を実施する。 

・自殺予防に関わる教職員向け研修会を実施する。 
 

（２）児童生徒の SOS の出し方に関する教育の推進のための連携の強化 

児童生徒の SOS の出し方に関する教育を推進するために、教職員、児童生徒同士や保護者が、こ

ころのサインに気づき、受け止め、見守ることができるように啓発します。 

 

 



46 

＜主な取組事業＞ 

・学校生活に関するアンケート（アセス）を実施し、児童生徒の学校への適応感を測るとともに、教

育相談を行うことで学校不適応の未然防止や早期発見、早期対応を図る。 

・子どものサイン発見チェックリストを全児童生徒の家庭に配布し、保護者が子どものこころのサ

インに気づけるよう支援する。 

・児童生徒や保護者が抱える問題の解決に向けて、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワ

ーカーによる相談支援を行う。 

・カウンセラー等の専門職で構成するスクールサポートチームが、学校が抱える生徒指導上の諸問

題の未然防止、早期対応、早期解決に向けた支援を行う。 

・メンタルサポーターが、個別指導や家庭訪問等を通して課題を抱える生徒へ相談支援を行う。 
 

＜評価指標＞ 

指標 目標値【毎年度】 

児童生徒の SOS の出し方に関する教育の実施 
自殺予防教育用リーフレットを活用した教育の

継続実施 

 

４－3 重点施策（重点対象）における主な取組事業と評価指標 

重点施策１：高齢者に対する取組の推進 

本市では平成 29 年から令和３年の自殺者数のうち、60 歳代以上が約４割を占めています。高齢

者は身体の衰えから閉じこもりや抑うつ状態になりやすく、また配偶者や家族との死別・離別を経験

し、単身暮らしの人も多く、孤立・孤独になりやすい年代です。一方、老老介護や介護離職、高齢者

の支援者となる子どものひきこもり等に起因する「8050 問題」等の社会問題も踏まえ、介護を担う

家族への支援も重要です。孤立することなく、住みなれた地域で生活していけるよう高齢者への支援

の充実を図るとともに、高齢者の家族等の支援者に対する支援も含めて関係機関で連携し、地域包括

ケアシステムや地域共生社会の実現等の施策と連動した取組を推進します。 

 

（１）包括的な支援のための連携推進 

健康、医療、介護、生活等に関するさまざまな関係機関や団体等の連携を推進し、包括的な支援体

制を整備します。 

＜主な取組事業＞ 

・地域包括支援センターの運営に関する会議である地域ケア会議を開催する。 

・地域包括支援センターで把握している虐待事例について、今後の支援の方向性を検討する虐待防

止検討会議を開催する。 

  



47 

（２）要介護者と介護者への支援 

本市の要支援・要介護認定者数は、平成 28 年から令和２年で約 1.2 倍の増加となっており、今後

も高齢化に伴い介護が必要となる高齢者のさらなる増加が予想されます。自身の身体に関する悩み、

家族の介護に関する悩みは自殺の要因となりやすいことから、要介護状態となっている本人とその

家族への支援を推進します。 

＜主な取組事業＞ 

・認知症の早期発見・早期治療や認知症患者とその家族を支援するため、認知症サポーター養成講座

を実施する。 

・介護者同士で悩みを共有するなど、情報交換を行うことで相互の支え合いの場となる介護者のつ

どいを実施する。 

・高齢者とその家族の悩みごとや介護保険等に関する総合相談に対応する。 
 

（３）高齢者の社会参加の強化と孤立の予防 

高齢者世帯（70 歳以上で構成される世帯）は、寿命の延伸や核家族化の進行等から、今後も増加

が見込まれます。高齢者の閉じこもりや抑うつ状態、認知症の進行等を抑止し、高齢者が生き生きと

暮らせる地域づくりや高齢者の居場所づくりを推進します。 

＜主な取組事業＞ 

・認知症の当事者や家族等の介護者が悩みを共有するなど、情報交換ができる認知症カフェを実施

する。（再掲） 

・要支援認定者及び事業対象者に対して介護予防・生活支援サービスを実施する。 

・健康寿命の延伸とともに、地域の集いの場としていきいき百歳体操を実施する。（再掲） 

・介護者同士で悩みを共有するなど、情報交換を行うことで相互の支え合いの場となる介護者のつ

どいを実施する。（再掲） 

・住民一人ひとりの暮らしと生きがい、そして地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現に向

け、地域包括ケアシステムを含む包括的支援体制及び取組を推進する。 

・高齢者の生きがい活動の場として、子育てに関するボランティアを養成し子育て支援の場を提供

する子育て大学を実施する。 

・高齢者の生きがい活動の推進、仲間づくり、生涯学習の場として高齢者大学を実施する。 
 

（４）生活不安を抱える高齢者に対する生活支援 

高齢者のみの世帯が増加しており、普段の生活や災害時等の緊急事態における高齢者の支援の必

要性が高まっています。高齢者が抱える不安や問題に応じて必要な支援を提供します。 

＜主な取組事業＞ 

・成年後見制度の利用に関する相談支援を行う。（再掲） 

・民生委員・児童委員が地域で困難を抱えている人に気づき、適切な相談機関につなげる役割等、必

要な援助を行う。（再掲） 
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・権利擁護に関する成年後見人等の相談支援を行う。 

・高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に入居する高齢者等の見守り支援を実施する。 

・在宅での生活が困難な高齢者の施設への入所措置を実施する。 

・高齢のため独立して生活することに不安のある 65 歳以上の一人暮らしや高齢者世帯の人を対象

に住居（生活支援ハウス）を提供する。 

・健診結果等のデータを分析し保健指導や受診勧奨等を実施する。 

 

重点施策２：生活困窮者に対する取組の推進 

生活困窮者は、経済的問題だけではなく、複合的に多様な問題を抱えていることが多いことから、

社会から孤立し、自殺に追い込まれる危険性が高くなっています。 

また、本市の自殺者のうち 20～50 歳代の男性では約４割が、女性では約７割が無職者となって

います。総務省「労働力調査（基本集計）」によると、15～64 歳男女の就業率は約８割となってい

るなかで、自殺者のうち若年・中年層における無職者の割合が高いことが伺えます。経済的問題等を

抱えている人が、早い段階で支援につながることができるよう関係機関と連携し取組を推進する必

要があります。 

 

（１）包括的な支援のための連携推進 

生活困窮の背景として、多様な問題を複合的に抱えることが多いという傾向から、他分野の関係機

関の窓口等において、相談者等の抱える問題を察知し、必要な支援へつなぎます。 

＜主な取組事業＞ 

・生活困窮者自立支援会議（生活困窮者自立支援調整会議）を開催する。 
 

（２）早期段階でのつなぎの実施 

各種業務において困窮状態にある人を把握した際は、適切な相談先へと確実につなぎます。また、

困窮状態にある人の暮らしについて、債務相談や衣食住の提供等の取り組みにより、問題解決に向け

た具体的な提案を行い、行動へと移せるよう支援します。 

＜主な取組事業＞ 

・業務において生きる支援を必要とする市民の相談を傾聴し適切な相談機関へ確実につなげる。（再

掲） 

・多重債務の相談を通して抱えている他の課題も把握・対応し、問題解決に向けて包括的な支援を行

う。 

・生活困窮の相談で、相談者の問題点を整理し生活のアドバイス等の実施や他の相談窓口への引継

ぎを行い、困窮状態の解消を図る。 

・生活保護の相談で、相談者の問題点を整理し生活のための助言等の実施や他の相談窓口への引継

ぎを行う他、生活保護受給世帯への訪問面接、医療相談等から必要な支援を行う。 

・ホームレスの相談を聞き、生活保護等の相談支援を行う。 
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・ホームレス生活をしている人や住居を喪失しホームレス状態である人に対して宿泊場所や衣食を

支給する。 

・母子・父子自立支援員がひとり親家庭の自立支援のため相談支援を行う。 

・低所得の妊婦への経済的負担軽減を図るとともに、妊娠中からの早期支援を行う。 

・市営住宅の利用者のうち、悩みを抱える人へ必要な時は適切な相談窓口につなげる。 

・経済的理由や特別な事情（失業中、被災等）により、就学困難な児童・生徒の保護者に対し、給食

費・学用品費等の援助を実施し、必要な時は適切な相談窓口につなげる。 

・生活に困窮する外国人への相談支援を実施し、必要な時は適切な相談窓口につなげる。 

 

重点施策３：労働者に対する取組の推進 

本市においては、平成 29 年から令和３年で 40・50 歳代男性の自殺率が高く、自殺者の原因・動

機別内訳では、勤務問題（長時間労働、配置転換等職場環境の変化、事業失敗等）の割合が高くなっ

ています。 

この年代の男性は、過労、失業、病気、親の介護等により、離職の危機やこころの健康を損ないや

すく、心理的、社会的に負担を抱えやすい時期になります。また男性だけでなく、女性についても、

就業率が上昇傾向にあり、就労環境に関する悩みを抱える人の割合は今後増加していくことが予測

されます。 

「過労死等の防止のための対策に関する大綱」より「労働者が相談しやすい環境の整備が必要であ

る。」とあることから、自殺対策において産業保健と連動し、労働者の心の健康の保持増進を一体的

に推進していく必要があります。 

 

（１）就労・働き方への支援 

若年者・求職者が就労できるよう支援します。また、長時間労働、ハラスメント等の勤務問題の現

状を啓発するとともに、相談先の情報の周知を進めます。 

＜主な取組事業＞ 

・就職・転職活動に役立つ履歴書の書き方、面接の受け方等を個別指導する。 

・合同企業説明会であるＪＯＢフェアを開催する。 

・職業体験であるインターンシップを希望する市内企業と学生等のマッチングのための合同企業説

明会を開催する 

・ひきこもりを含む困窮状態にある当事者やその家族、民生委員等への相談支援を行う。 

 

（２）心身の健康づくり及びヘルスケアの推進 

仕事と生活を調和させ働き続けることができるよう、経営に関する様々な相談を受けることで自

殺の危険性を抑止するとともに、労働者のこころや体の健康づくりに関する支援を推進します。 

＜主な取組事業＞ 

・労働相談員が賃金、解雇、職場の人間関係等、労働に関する相談支援を行う。 
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・経営指導員が、資金繰り等、中小企業経営者の抱える多様な問題について相談支援を行う。 

・中小企業者の経営安定と発展を図るため、企業融資の提供や斡旋を行う。 

・保健師等が健康に関する情報提供や相談支援を行う。（再掲） 

 

（３）相談先の周知 

労働者の年代は幅広いことから、労働に関連する相談先だけでなく、生活問題、家庭問題、経済問

題などの相談先も含めた周知を行います。また、アンケート調査より、「どの関係機関と連携すれば

よいかわからない」と回答した企業が約３割と高いことから、関係機関の相談窓口や役割について情

報を提供します。 

＜主な取組事業＞ 

・健康診断の案内の送付等の個別送付をする機会を使い、相談先等の情報を周知する。 

・業務において生きる支援を必要とする市民の相談を傾聴し、適切な相談先へ確実につなげる。（再

掲） 

・計画概要版や啓発媒体等を、支援者向けアンケート調査票を配布した関係機関へ送付し、計画及び

取組に関する情報提供を行う。（再掲） 

 

重点施策４：女性に対する取組の推進 

減少傾向にあった自殺者数は令和３年以降増加しており、これは女性の自殺者数の増加と比例し

ています。女性は男性と比べて非正規雇用労働者の割合が高く、子育てや介護等の家庭内の役割を担

う機会が多いこと等から、社会とのつながりが弱くなり孤立や孤独に陥りやすい状況が考えられま

す。 

また、年代により生じやすい健康問題や暴力、性犯罪等の被害に遭うといったリスクも抱えている

ことから、これらに対する取組が必要です。さらに、自殺者のうち女性で自殺未遂歴がある者の割合

が高いことから、自殺の危険性が高まっている女性を早期に発見し、支援することが必要です。 

 

（１）妊産婦・子育てへの支援  

妊娠から出産、子育てと、切れ目のない支援を行うために、妊娠届出書・妊娠連絡票等から妊婦の

リスクマネジメントを行い、妊娠・出産・育児期を通じて切れ目なく支援します。また、妊娠・出産・

育児に関する正しい知識の普及に努め、妊娠や育児不安等に悩む妊産婦を支援します。 

＜主な取組事業＞ 

・育児の援助を行いたい人と受けたい人をつなぎ、地域における育児援助活動を行うファミリーサ

ポートセンターを運営する。 

・18 歳未満の児を養育する家庭の内、家事・育児に不安や負担を抱える保護者やヤングケアラーが

いる家庭に家事及び育児支援を行うヘルパーを派遣する。 

・養育困難家庭で支援が必要と認められる家庭に対し、ヘルパー並びに保健師等を派遣し、家事、育

児等の援助を行う。 
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・母子生活支援施設への入所等の支援により自立の促進のため生活支援を行う。 

・医療機関等と連携し家庭訪問等で支援を行う養育支援ネットシステムにより、養育上支援を必要

とする家庭を早期に把握し支援を行う。 

・妊産婦に関する相談や育児に関する相談支援を行う。（再掲） 

・妊産婦に対し、出産・育児の見通しを立てるための面談等の伴走型支援を行うとともに、経済的支

援を行う。 

・生後４ヶ月までの乳児のいる全ての家庭を訪問する乳児家庭全戸訪問において、子育てに関する

情報を提供し、養育についての相談に応じ、助言その他の援助を行う。 

・生後 12 カ月までの母子を対象に、産後ケア事業を実施することで休養の機会の提供や心身のケ

ア・育児サポート等のきめ細やかな支援を行う。 

 

（２）コロナ禍で顕在化した課題を踏まえた支援 

近年、女性の就業率は上がっていますが、男性と比べると非正規用労働者の割合が高い状況である

ため、新型コロナウイルス感染症流行により就労困難による退職や解雇、労働時間の減少等により経

済問題が悪化していることが懸念されています。また、家庭環境への影響として、DV 相談や児童虐

待通告件数も増加している状況を踏まえ、女性に寄り添った相談支援を行います。 

＜主な取組事業＞ 

・働いている女性、働きたい女性を対象に男女共同参画推進専門員（キャリアコンサルタント有資格

者）や社会保険労務士が労働に関する相談支援を行う。 

・20 歳未満の児童を扶養しているひとり親世帯及び寡婦の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図

るため、母子父子寡婦福祉資金の貸付けを行う。 

・配偶者等からの暴力（ＤＶ）に関する相談に応じ、被害者の保護や自立に関する支援を行う。（再

掲） 

 

（３）困難な問題を抱える女性への支援 

女性が担う場合が多い介護について、同じ悩みをもつ人たちで話ができる場所を提供し、相談支援

を行います。また、性犯罪・性暴力被害等について支援するための相談支援を行います。 

＜主な取組事業＞ 

・犯罪被害者等が抱える様々な問題に対して相談支援を行う。（再掲） 

・配偶者からの暴力を受けた被害者等で、緊急避難を要する等の理由により金銭を所持しない者に

対し、食費等を支給する。 

・介護者同士で悩みを共有するなど、情報交換を行うことで相互の支え合いの場となる介護者のつ

どいを実施する。（再掲） 

・認知症の当事者や家族等の介護者が悩みを共有するなど、情報交換ができる認知症カフェを実施

する。（再掲） 
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重点施策５：子ども・若者に対する取組の推進 

幼少期における貧困や虐待、ヤングケアラーの問題等は直近だけでなく、将来の自殺の危険性を高

める要因となります。また、40 歳未満の死因の第 1 位は自殺であるという状況です。子ども・若者、子

どもの保護者等に対する支援の充実を図るとともに、危機に直面した場合にも自殺に追い込まれる

ことのない選択ができるよう教育を進める取組が必要です。 

 

（１）児童生徒の育成に関わる各種取組の推進 

学校においては、児童生徒、学生が命の大切さを実感できる教育とともに、社会において直面す

る可能性のあるさまざまな困難・ストレスへの対処方法を身に付けるための教育、心の健康の保持に

係る教育を推進します。また、学校における不登校児童生徒の減少やいじめ、問題行動等の減少に取

り組みます。 

＜主な取組事業＞ 

・就業等により昼間保護者のいない小学校児童を放課後に小学校の専用教室等で受け入れる児童ク

ラブの職員（支援員及び補助員）を対象に研修を行う。 

・児童会、生徒会を中心にした心の絆を深める自主的な活動を行い、望ましい人間関係、居場所、集

団づくりを推進する。 

・児童生徒をいじめから守り、社会全体でいじめ防止に取り組む仕組みづくりの一環としていじめ

防止啓発月間（９月）を設置するとともに、教育フォーラム等を通していじめ防止啓発に取り組む。 

・「わかば教室」において、不登校状態にある児童生徒の居場所であるとともに、社会的自立に向け

た支援を行う。 

・教育に関する相談について、心理と教育の両面から相談支援を行う。（再掲） 

・街頭補導・非行防止啓発活動とともに、少年相談員が再発防止を目指した相談支援を行う。 

・LGBTQ+の人々だけでなく、その家族や友人、学校や職場の関係者等からの「性のあり方」に関

する様々な悩みや不安についての専門相談を実施する。（再掲） 

 

（２）若者の抱えやすい課題に対する支援の充実 

交際や交友、いじめといった周囲との人間関係、進学や就職といった進路に関する課題や環境の変

化、家庭内での悩みや性のあり方における葛藤等、若者が抱える悩みは、多様かつ特有の課題があり

ます。本市では教育機関にとどまらず、地域のさまざまな役割の人たちが子ども・若者の悩みに寄り

添うことができるよう啓発し、関係機関と連携した包括的な支援を推進します。 

＜主な取組事業＞ 

・LGBTQ+の人々だけでなく、その家族や友人、学校や職場の関係者等からの「性のあり方」に関

する様々な悩みや不安についての専門相談を実施する。（再掲） 

・就職・転職活動に役立つ履歴書の書き方、面接の受け方等を個別指導する。（再掲） 

・合同企業説明会であるＪＯＢフェアを開催する。（再掲） 

・職業体験であるインターンシップを希望する市内企業と学生等のマッチングのための合同企業説
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明会を開催する。（再掲） 

・中小企業と大手企業の賃金格差の是正と若者勤労者の市内定着・転入の促進を目的に、中小企業に

正規雇用された市民が返還する奨学金の一部を補助する。 

・18 歳未満の児を養育する家庭の内、家事・育児に不安や負担を抱える保護者やヤングケアラーが

いる家庭に家事及び育児支援を行うヘルパーを派遣する。（再掲） 

・はたちの集いにおいて啓発を行う。 

・高校生を含む 15 歳以上の若者及びその家族への相談支援を行い、ライフステージの変化等に伴い

支援が途切れないよう連携を図る。 

・ひきこもりを含む困窮状態にある当事者やその家族、民生委員等への相談支援を行う。 

・兵庫県や各種団体等が実施する若者を対象とした取組を啓発する。 

・市公式の SNS 等を活用し自殺対策に関連する正しい情報を発信する。（再掲） 

・駅、商業施設、小中学校、高校、大学等で啓発媒体を設置又は配布する。（再掲） 

 

（３）児童生徒の SOS の出し方に関する教育の実施（再掲） 

45 頁「基本施策５ 児童生徒の SOS の出し方に関する教育（１）」のとおり。 
 

（４）児童生徒の SOS の出し方に関する教育の推進のための連携の強化（再掲） 

45 頁「基本施策５ 児童生徒の SOS の出し方に関する教育（２）」のとおり。 
 

＜重点施策１から５の評価指標＞ 

重点対象である①高齢者、②生活困窮者、③労働者、④女性、⑤子ども・若者について、毎年度、

「生きる支援の関連施策」の取組状況を把握し、加古川市自殺対策推進本部会議で進捗評価を行う。

また、市の自殺の状況や社会情勢等を踏まえ、加古川市自殺対策連絡会議のワーキングにおいて重点

対象に対する取組状況の共有及び課題を抽出し、取組内容の修正を行うことでさらなる推進を図る。 
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資料－１ 計画策定の経過 

日 程 項 目 内 容 

令和５年 

6 月 19 日 

第 1 回 

加古川市自殺対策連絡会議 

・前自殺対策計画の概要と自殺の現状の共有 

・「生きる支援の関連施策」取組状況と実施計画に

ついて 

・次期市自殺対策計画の骨子案について 

・支援者向けアンケート調査実施について 

7 月 5 日 加古川市自殺対策本部会議 

・本市の自殺の現状共有・現計画に基づく取組状

況の報告 

・計画策定について 

7 月 13 日～ 

７月 31 日 

支援者向けアンケート調査

実施 

（本書 27 頁「２－５ こころの健康づくりのた

めのアンケート調査の結果」参照） 

8 月 29 日 
加古川市自殺対策連絡会議・

ワーキング 

・支援者向けアンケート調査の結果報告 

・「生きる支援の関連施策」の取組の検討 

10 月 2 日 
第 2 回 

加古川市自殺対策連絡会議 

・支援者向けアンケート調査の結果報告 

・骨子概要案について 

10 月 10 日 
「生きる支援の関連施策」

取組評価等照会 

・前計画の取組評価及び今後の方針の報告 

・第２次計画における新事業の取りまとめ 

11 月 6 日 
第 3 回 

加古川市自殺対策連絡会議 

・計画素案と概要版素案について 

・パブリックコメント実施について 

11 月 28 日～ 

12 月 27 日 
パブリックコメント 

（下記「資料－２ パブリックコメントの実施」

参照） 

令和 6 年 

2 月 9 日 

第 4 回 

加古川市自殺対策連絡会議 

・パブリックコメントの結果報告 

・計画及び概要版について 

 

資料－２ パブリックコメントの実施 

市民の皆さまの意見や提案を自殺対策計画に反映させるため、第２次加古川市自殺対策計画素案に対す

るパブリックコメントを実施しました。 

応募時期：令和５年 11 月 28 日（火）～12 月 27 日（水） 

閲覧場所：市ホームページ及び市内 31 箇所 

提案件数：15 件 

  

資料編 
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資料－３ 自殺対策基本法 （平成十八年六月二十一日）（法律第八十五号） 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移している状況にあり、

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、これに対処していくことが重要な課題とな

っていることに鑑み、自殺対策に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにす

るとともに、自殺対策の基本となる事項を定めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の

防止を図り、あわせて自殺者の親族等の支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮ら

すことのできる社会の実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない個人として尊重さ

れるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮らすことができるよう、その妨げとな

る諸要因の解消に資するための支援とそれを支えかつ促進するための環境の整備充実が幅広くかつ適

切に図られることを旨として、実施されなければならない。 

２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その背景に様々な社会

的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなければならない。 

３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏まえ、単に精神保

健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるようにしなければならない。 

４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は自殺が未遂に終

わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施されなければならない。 

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が図られ、総合的

に実施されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、自殺対策を総合的に

策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当該地域の状況に応

じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な助言その他の援助を行う

ものとする。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、その雇用する労働者

の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国民の責務） 

第五条 国民は、生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるよ

う努めるものとする。 

（国民の理解の増進） 

第六条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺対策に関する国民の理解を深め

るよう必要な措置を講ずるものとする。 

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間） 

第七条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、自殺対策の総合的な
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推進に資するため、自殺予防週間及び自殺対策強化月間を設ける。 

２ 自殺予防週間は九月十日から九月十六日までとし、自殺対策強化月間は三月とする。 

３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、啓発活動を広く展開するものとし、それにふさ

わしい事業を実施するよう努めるものとする。 

４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間においては、自殺対策を集中的に展開するものとし、関

係機関及び関係団体と相互に連携協力を図りながら、相談事業その他それにふさわしい事業を実施する

よう努めるものとする。 

（関係者の連携協力） 

第八条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第

一条に規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。第十七条第一項及び第三項にお

いて同じ。）、自殺対策に係る活動を行う民間の団体その他の関係者は、自殺対策の総合的かつ効果的な

推進のため、相互に連携を図りながら協力するものとする。 

（名誉及び生活の平穏への配慮） 

第九条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び生

活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないようにしなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じ

なければならない。 

（年次報告） 

第十一条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概況及び講じた自殺対策に関する報告書を提

出しなければならない。 

（自殺総合対策大綱） 

第十二条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的な自殺対策の大綱（次

条及び第二十三条第二項第一号において「自殺総合対策大綱」という。）を定めなければならない。 

（都道府県自殺対策計画等） 

第十三条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府県の区域内における

自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県自殺対策計画」という。）を定めるものとす

る。 

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案して、当該市町村

の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市町村自殺対策計画」という。）を定めるも

のとする。 

（都道府県及び市町村に対する交付金の交付） 

第十四条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自殺対策計画に基づいて当該地域の状況に応じた自

殺対策のために必要な事業、その総合的かつ効果的な取組等を実施する都道府県又は市町村に対し、当

該事業等の実施に要する経費に充てるため、推進される自殺対策の内容その他の事項を勘案して、厚生

労働省令で定めるところにより、予算の範囲内で、交付金を交付することができる。  

（調査研究等の推進及び体制の整備） 

第十五条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するため、自殺の実態、自

殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状況に応じた自殺対策の在り方、自殺対策の実施の

状況等又は心の健康の保持増進についての調査研究及び検証並びにその成果の活用を推進するととも
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に、自殺対策について、先進的な取組に関する情報その他の情報の収集、整理及び提供を行うものとす

る。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ円滑な実施に資するための体制の整備を行うもの

とする。 

（人材の確保等） 

第十六条 国及び地方公共団体は、大学、専修学校、関係団体等との連携協力を図りながら、自殺対策

に係る人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ずるものとする。 

（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健康の保持に係る教育及び

啓発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教職員等に対する国民の心の健康の保持に関する研

修の機会の確保等必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高等専門学校に係るものを講ずるに当たっては、大

学及び高等専門学校における教育の特性に配慮しなければならない。 

３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住民その他の関係者との連携を図りつつ、

当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がかけがえのない個人として共に尊重し合いながら生き

ていくことについての意識の涵(かん)養等に資する教育又は啓発、困難な事態、強い心理的負担を受け

た場合等における対処の仕方を身に付ける等のための教育又は啓発その他当該学校に在籍する児童、生

徒等の心の健康の保持に係る教育又は啓発を行うよう努めるものとする。 

（医療提供体制の整備） 

第十八条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより自殺のおそれがある

者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患を有する者が精神保健に関して学識経

験を有する医師（以下この条において「精神科医」という。）の診療を受けやすい環境の整備、良質かつ

適切な精神医療が提供される体制の整備、身体の傷害又は疾病についての診療の初期の段階における当

該診療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、救急医療を行う医師と精神科医との適切な連携の

確保、精神科医とその地域において自殺対策に係る活動を行うその他の心理、保健福祉等に関する専門

家、民間の団体等の関係者との円滑な連携の確保等必要な施策を講ずるものとする。 

（自殺発生回避のための体制の整備等） 

第十九条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談その他の自殺の発

生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施策を講ずるものとする。 

（自殺未遂者等の支援） 

第二十条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、自殺未遂者等への適

切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。 

（自殺者の親族等の支援） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親族等に及ぼす深刻

な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等への適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとす

る。  

（民間団体の活動の支援） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止、自殺者の親族等の支援等に関する

活動を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるものとする。 
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（設置及び所掌事務） 

第二十三条 厚生労働省に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」という。）を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 自殺総合対策大綱の案を作成すること。 

二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び自殺対策の実施を推

進すること。 

（会議の組織等） 

第二十四条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、厚生労働大臣をもって充てる。 

３ 委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうちから、厚生労働大臣の申出により、内閣総理大臣が指

定する者をもって充てる。 

４ 会議に、幹事を置く。 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。 

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

（必要な組織の整備） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、政府は、自殺対策を推進するにつき、必要な組織の整備を図

るものとする。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。 

附 則 （平成二七年九月一一日法律第六六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

（自殺対策基本法の一部改正に伴う経過措置） 

第六条 この法律の施行の際現に第二十七条の規定による改正前の自殺対策基本法第二十条第一項の

規定により置かれている自殺総合対策会議は、第二十七条の規定による改正後の自殺対策基本法第二十

条第一項の規定により置かれる自殺総合対策会議となり、同一性をもって存続するものとする。 

（政令への委任） 

第七条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令

で定める。  

 

附 則 （平成二八年三月三〇日法律第一一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。 
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資料－４ 加古川市自殺対策推進本部設置要綱 

 

加古川市自殺対策推進本部設置要綱 

 

（設置） 

第１条 自殺対策基本法（平成 18 年法律第 85 号）の基本理念に鑑み、加古川市における自殺対策を

総合的かつ効果的に推進し、自殺者の減少を図るため、加古川市自殺対策推進本部（以下「本部」とい

う。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 本部の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１）自殺対策の推進に係る計画の進捗管理に関すること。 

（２）自殺対策に関する諸施策の調整及び推進に関すること。 

（３）自殺対策に関する情報の収集及び連絡に関すること。 

（４）自殺対策に関する関係行政機関及び関係団体との連携の強化に関すること。 

（５）その他自殺対策の総合的な推進に関すること。 

 

（組織） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は、健康医療部の所管に属する事務を分担する副市長をもって充てる。 

３ 本部長は、本部を代表し、総理する。 

４ 副本部長は、健康医療部長をもって充てる。 

５ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、その職務を代理する。 

６ 本部員は、加古川市部長会議規程（平成元年訓令甲第７号）第２条第１項に規定す 

る部等の長をもって充てる。 

 

（会議） 

第４条 本部会議（以下「会議」という。）は、本部長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、本部員の過半数が出席しなければ開催することができない。 

３ 本部員は、事故その他やむを得ない事情により会議に出席できない場合は、本部長 

の承認を得て、代理人を本部員として出席させることができる。 

４ 本部長は、必要があると認めるときは本部員以外の者に会議への出席を求め、意見若しくは説明を

聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

５ 会議の議事は、出席した本部員の過半数で決し、可否同数のときは、本部長の決す 

るところによる。 

 

（庶務） 

第５条 本部の庶務は、健康医療部市民健康課において処理する。 
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（その他）  

第６条 この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  
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資料－５ 加古川市自殺対策連絡会議設置要綱 

 

加古川市自殺対策連絡会議設置要綱 

 

 （目的） 

第１条 保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策と有機的な連携を図り、総合的に自殺対策を実

施するために関係各課と情報や課題を共有するとともに、「（仮称）“生きる”を支えるまち かこがわ－

第２次加古川市自殺対策計画－」（以下「計画」という。）」の策定に関する重要な事項について審議する

ため、加古川市自殺対策連絡会議（以下「会議」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 会議の所掌事務は、次のとおりとする。 

 （１）自殺対策に係る計画の策定に関すること。 

（２）自殺対策に係る事業の取組に関すること。 

（３）自殺対策に係る情報共有に関すること。 

（４）その他自殺対策の推進に関して必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 会議は、議長及び委員をもって組織する。 

２ 議長は、健康医療部次長とし、委員は、生きる支援に関わる別表に掲げる者とする。 

３ 議長は、会議を招集する。 

４ 議長に事故があるとき、又は議長が欠けたときには、あらかじめ議長が指名した者がその職務を代理

する。 

５ 議長は、オブザーバーとして、別表に掲げる関係機関の職員を指名し、意見を求めることができる。 

６ 議長は、スーパーバイザーとして、学識経験者等の有識者に助言を求めることができる。 

７ 議長は、その他、議長が必要と認める者を会議に出席させ、説明若しくは意見を聴き、資料の提出を

求めることができる。 

（会議） 

第４条 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開催することができない。 

２ 委員は、事故その他やむを得ない事情により会議に出席できない場合は、議長の承認を得て代理人を

委員として出席させることができるものとする。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（ワーキングチーム） 

第５条 会議には、ワーキングチームを置くことができる。 

２ ワーキングチームの構成員及び運営については別に定める。 

（庶務） 

第６条 会議の庶務は、健康医療部市民健康課に置き、運営は各課と連携の上、協議して行う。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、議長が別に定める。 
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  附 則 

この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和５年４月３日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

委  員 備 考 

総務部 職員課長  

税務部 収税課長  

市民協働部 人権文化センター所長  

生活安全課長  

市民活動推進課長 
男女共同参画センター
統合 

産業経済部 産業振興課長  

福祉部 高齢者・地域福祉課長  

生活福祉課長  

障がい者支援課長  

介護保険課長  

健康医療部 地域医療課長  

市民健康課長  

こども部 こども政策課長  

家庭支援課長  

育児保健課長  

幼児保育課長  

都市計画部 住宅政策課長  

消防本部 救急課長  

教育指導部 学校教育課長  

青少年育成課長  

 

オブザーバー 備  考 

兵庫県東播磨県民局加古川健康福祉事務所  

加古川市社会福祉協議会  
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資料－６ 用語集 

 用 語 説 明 

か 加古川市総合計画 加古川市の長期的なまちづくりの基本的方向や施策を総合的・体

系的に示し、市政を推進する上で指針となるもの。市政の最上位

計画。 

家庭児童相談員 親が抱える子どもの養育についての不安や悩み等の相談に応じ、

情報提供や助言・指導を行う人。 

危機回避能力 危機を認識し、それに対してどう動くことが有効かを考察し、即

座に実行できる能力。 

経営指導員 事業主が抱える様々な経営課題について、個別に適時・適切な支援

を行う人。 

ゲートキーパー 自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に

声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守ること）ができ

る人のこと。 

権利擁護 知的障害、精神障害、認知機能の低下などのために、自分で判断

する能力が不十分だったり、意志や権利を主張することが難しい

人のために、代理人が権利の主張や自己決定をサポートしたり、

代弁して権利を擁護したり、表明したりする活動のこと。 

健康寿命 健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間。 

高齢化率 65 歳以上の高齢者人口（老年人口）が総人口に占める割合。 

高齢者世帯 65 歳以上の者のみで構成するか、またはこれに 18 歳未満の未婚

の者が加わった世帯。 

こころのサポーター 加古川市では市民向けゲートキーパー養成講座を受講し、修了し

たゲートキーパーのことをこころのサポーターと称する。 

さ 産業保健 産業医学を基礎とし、働く人々の生き甲斐と労働の生産性の向上

に寄与することを目的とした活動。 

自殺死亡率 人口 10 万人あたりの自殺者数。 

自殺総合対策大綱 自殺対策基本法第 12 条に基づいた、国が推進すべき基本的かつ

総合的な自殺対策の指針。 

自殺対策 自殺発生を未然に防ぐ自殺予防と、家族・親族を自殺により亡く

した遺族に対する支援。 

自殺対策基本法 わが国において自殺による死亡者数が高い水準で推移している状

況に対処するために、自殺対策に関し基本理念や国、地方公共団

体等の責務等自殺対策の基本となる事柄を定めた法律。 
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 用 語 説 明 

さ 自殺対策強化月間 自殺対策基本法で、国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理

解と関心を深めるとともに、自殺対策の総合的な推進に資すると

して定められた期間。毎年３月。 

自殺未遂（自損行為） 自殺を試みたが死に至らなかった場合のこと。 

自殺予防週間 自殺対策基本法で、毎年９月 10 日から 16 日までにおいて、国、

地方公共団体が啓発活動を広く展開し、それにふさわしい事業の

実施に努めるよう定められた期間。 

自死遺族 家族・親族を自殺により亡くした人。 

社会保険労務士 労働関連法令や社会保障法令に基づく書類等の作成代行等を行

い、企業を経営して行く上での労務管理や社会保険に関する相談

や指導を行う人。 

障がい者基幹相談支援セ

ンター  

身体障害・知的障害・精神障害に関する総合的・専門的な相談支

援を行うとともに、地域における相談支援の中核的な役割を担う

機関。 

スクールサポートチーム 学校支援カウンセラー（臨床心理士）、教育相談専門員（社会福祉

士）、スクールロイヤー（弁護士）等専門家から成るチームで、学

校だけでは対応しきれない生徒指導上の問題について検討し、学

校への支援を実施する機関。 

スクールソーシャルワー

カー 

教育機関を活動の場として、いじめ・不登校等生徒指導上の課題

を抱える児童生徒・保護者、教職員からの相談に応じるとともに、

家庭や関係機関と連携しながら、児童生徒の置かれた様々な環境

に働きかけて包括的な支援を行う福祉の専門職。 

生活困窮者 現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなく

なるおそれのある人。 

生産年齢 国内の生産活動を中心となって支える15～64歳の人口のこと。 

精神保健（メンタルヘル

ス） 

精神的健康の保持・増進を図るほか精神健康障害の予防と健康回

復、精神障害の治療及びリハビリテーションを目的とする。 

成年後見制度 認知症、知的障害、精神疾患等、精神上の障がいにより、判断能

力が十分でない人の権利や財産を守り、保護するために援助者を

選任する制度。 

セルフケア 自分自身をケアすること、自分自身で世話をする・面倒をみるこ

と。 

た 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画すること。 

地域自殺実態プロファイ

ル 

自殺総合対策推進センターが、地域自殺対策を支援するために、地

域の自殺の実態を詳細に分析し、特徴をとりまとめた資料。 
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 用 語 説 明 

た 地域包括ケアシステム 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むた

めに、住まい、医療、介護、介護予防、日常生活支援が一体的に

提供される体制。 

地域包括支援センター 公正・中立な立場から、地域における高齢者の総合相談・支援、

権利擁護、介護予防マネジメント、包括的・継続的マネジメント

を担う中核機関。 

地域保健福祉 地域社会全体の健康と福祉を促進するための活動。医療やケアだ

けでなく、健康増進、予防医療、社会福祉など、地域の人々が健

康で豊かな生活を送るための支援やサービス。 

出前健康講座 市民健康課が市民や地域団体対象に実施している健康づくりに関

する講座。 

な 認知症サポーター 認知症サポーター養成講座（認知症の住民講座）の受講により、

認知症の正しい知識やつきあい方を理解し、自分のできる範囲で

認知症の人を応援する人。 

は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8050問題 80 歳前後の親と 50 歳前後の子どもで構成される世帯で起こる

生活問題。ひきこもりの長期高年齢化が親の高齢化につれて経済

的に困窮する状況や、親が要介護状態になることで子どもが離職

するなど、社会的に孤立を伴う問題。 

ハラスメント 他者に対する発言・行動等により、その意図には関係なく、他者

を不快にさせたり、尊厳を傷つけたり、不利益を与えたり、脅威

を与えること。 

パワハラ パワーハラスメントの略。職場内での優位性や立場を利用して、

労働者に対して業務の適正範囲を超えた叱責や嫌がらせをおこな

う行為。 

東播磨医療圏 兵庫県保健医療計画において、二次保健医療圏（一般的な入院が

必要な医療の提供区域）として定められた区域のこと。加古川

市、明石市、高砂市、稲美町、播磨町の５市町から成る。 

ひきこもり 社会的参加（就学、就労、家庭外での交遊など）を回避し、原則

的に６か月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態。 

兵庫県自殺対策計画 国の自殺総合対策大綱を踏まえ、兵庫県が策定した自殺対策計

画。 

婦人相談員 女性が抱えるＤＶ・離婚問題等の相談に応じ、情報提供や助言・

指導を行うとともに、ＤＶによる被害者の支援を行う人。 

フリースクール 不登校の子供に対し、学習活動、教育相談、体験活動などの活動

を行っている民間の施設。 

保育コンシェルジュ 就学前の子どもの預け先等について、保護者の相談に応じる相談

員。 
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 用 語 説 明 

は 母子・父子自立支援員 ひとり親家庭等が抱える就労や経済的な問題等の相談に応じ、自

立に必要な情報提供や助言・指導を行う人。 

ま 民生委員・児童委員 厚生労働大臣から委嘱され、地域において常に市民の相談に応じ、

必要な援助を行い、社会福祉の増進に努める役割の人。 

メンタルサポーター 

 

 

不登校生徒を対象に中学校の別室等において学校生活への適応を

促し、家庭訪問等を通して生徒や保護者と教員の橋渡し的な存在

として課題を抱える生徒への支援を行う人。 

や ヤングケアラー 本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的

に行っている子どものこと。 

有機的 相互に緊密に関係し合って全体を構成している様子。 

要保護児童 児童福祉法に基づいて、保護者のない児童または保護者に監護さ

れることが不適切であると認められる児童。 

ら リスクマネジメント 不測の事態に対して事前に準備される、被害を最小限に食い止め

るための対策。 

労働相談員 賃金、解雇、職場の人間関係、パワハラ、セクハラ等の労働トラブ

ルについての相談対応、情報提供を行う人。 

老老介護 65 歳以上の高齢者を、同じく 65 歳以上の高齢者が介護している

状態。 

わ ワーク・ライフ・バラン 

ス 

仕事と生活の調和。（国民一人ひとりがやりがいや充実感を持って

働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域においても、人

生の各段階に応じて多様な生き方を選択・実現する。） 

Ｄ ＤＶ Domestic Violence（ドメスティック・バイオレンス）の略で、配

偶者やパートナー等親密な関係の人から振るわれる暴力のこと。

身体的暴力、精神的暴力、経済的暴力、性的暴力等があり、一方が

力で支配する不平等な関係。 

L ＬＧＢＴＱ＋ Lesbian（女性同性愛者）、Gay（男性同性愛者）、Bisexual（両性

愛者）、Transgender（心と体の性が異なる人）、Queer/Question 

ing（性的指向・性自認が定まらない人）の頭文字と＋（他にある

表現しきれない性）をつなげた略語で、性的少数者（性的マイノリ

ティ）を表す総称。 

P ＰＤＣＡサイクル Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善）の４段階

を繰り返すことによって、業務を継続的に改善すること。 

S ＳＤＧｓ 2015 年 9 月の国連サミットにおいて採択された「持続可能な開

発のための 2030 アジェンダ」に記載された国際目標。「地球上の

誰一人として取り残さない」ことを理念とし、人類、地球およびそ

れらの繁栄のために設定された行動計画。 
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 用 語 説 明 

Ｓ ＳＮＳ Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サ

ービス）の略。人と人とのコミュニケーションを促進し、社会的な

ネットワークの構築を支援する、インターネットを利用したサー

ビスのこと。 

ＳＯＳ 緊急の援助を求めること。 
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